
第１３章　失業等給付について

失業等給付は、労働者が失業した場合及び雇用の継続が困難となる事由が生じた場
合に、必要な給付を行うとともに、その生活及び雇用の安定を図るための給付です。
失業等給付は大別すると、求職者給付、就職促進給付、教育訓練給付、雇用継続給
付の４種類に分けられます。
求職者給付は、被保険者が離職し、失業状態にある場合に、失業者の生活の安定を
図るとともに、求職活動を容易にすることを目的として支給する給付です。
就職促進給付は、失業者が再就職するのを援助、促進することを主目的とする給付
です。
教育訓練給付は、働く人の主体的な能力開発の取組みを支援し、雇用の安定と再就
職の促進を目的とする給付です。
雇用継続給付は、働く人の職業生活の円滑な継続を援助、促進することを目的とす
る給付です。
以上を分類し、図示すると次のとおりです。
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１　求職者給付

(1)　一般求職者給付
【基本手当】
イ　受給資格及び被保険者期間
基本手当は、一般被保険者が離職し、労働の意思及び能力を有するにもかかわ
らず職業に就くことができない状態にある場合で、離職の日以前 2年間に、被保
険者期間が通算して 12 か月以上（特定受給資格者又は特定理由離職者（225 ～
227 ページ参照）については、離職の日以前 1年間に、被保険者期間が通算して
6か月以上ある場合でも可。）あるときに給付を受けることが可能です。

ロ　受給期間
受給期間は、原則として離職の日の翌日から起算して１年間です。（その間に、
後に述べる所定給付日数分を限度として基本手当が支給されます。）
ただし、以下の事情で今すぐ職業に就くことができない人は受給期間の延長が
認められます。
また、高年齢雇用継続給付や教育訓練給付の支給対象となる場合は、同時に適
用対象期間延長の申請をしていただくこととなります。

（ｲ）妊娠、出産、育児、疾病、負傷、子の看護、事業主の命により海外勤務す
る配偶者に同行、青年海外協力隊等公的機関が行う海外技術指導による海
外派遣、及び一定のボランティア等の理由により引き続き 30 日以上職業
に就くことができない日がある場合には、その日数を受給期間に加えるこ
とができます。ただし、受給期間に加えることのできる日数は最大３年間
です。
→　受給期間延長の手続きは、離職後において、その状態が30日を経過
した日の翌日以降、早期に行っていただくことが原則ですが、延長後の
受給期間の最後の日までの間であれば、申請は可能です。受給期間延長
等申請書に離職票―2 及び延長理由を証明する書類を添え、本人の住居
所を管轄する公共職業安定所に申請することになります。
また、本人が公共職業安定所に出頭できないときは、代理人又は郵送

でも手続きができます。代理人の方が手続きする場合には、委任状が必
要ですのでご注意ください。

（ﾛ）定年退職者等で、一定期間求職の申込みをしないことを希望する場合には、
その日数を受給期間に加えることができます。ただし、受給期間に加える
ことのできる日数は最大1年間です。
→　受給期間延長の手続きは、離職日の翌日から起算して２か月以内に、
受給期間延長等申請書に離職票―2 を添え、本人の住居所を管轄する公
共職業安定所へ、本人自身が申請をしてください。

被保険者期間とは ･････
雇用保険に加入していた期間のうち、離職日から遡った１か月ごとに区切っていった期間に賃金支払

いの基礎となった日数が11日以上ある月を１か月と計算します。なお、賃金支払基礎日数が11日以
上の月が12か月ない場合は、完全月で賃金の支払の基礎となった時間数が80時間以上の月を１か月
として計算します。（下線部については、令和２年８月１日以降に離職した者に限り適用となります。）
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ハ　給付率及び日額
基本手当の日額は、原則として離職前６か月の賃金を平均した１日分の 45％
～ 80％を乗じて得られる額であり、以下の表のとおり下限額と、年齢区分によ
り上限額が定められています。
《下限額》（令和８年 8月１日現在） 《上限額》（令和８年 8月１日現在）

賃金日額 基本手当日額

3,203 円 2,562 円

ニ　所定給付日数
受給資格がある方で、被保険者であった期間及び離職理由等により以下の表
のとおりとなっています。

　　　  ①　一般の受給資格者（定年・自己都合等）　 ②　障害者等の就職困難者

 
　　　③ 　特定受給資格者（倒産 ･解雇等により再就職の準備をする時間的余裕がなく離職を

余儀なくされた方）225 ～ 226 ページ参照。
　一部の特定理由離職者（※）（期間の定めのある労働契約が更新されなかったこと等
により離職された方）226 ページの１参照。
※　特定理由離職者は離職日が令和 9年 3月 31 日までの方が対象となります。

被保険者であった
期間

年齢
１年未満

１年以上
５年未満

５年以上
10年未満

10年以上
20年未満

20年以上

30歳未満

90日

90日 120日 180日 －

30歳以上35歳未満    120日 180日 210日 240日

35歳以上45歳未満   150日 180日 240日 270日

45歳以上60歳未満 180日 240日 270日 330日

60歳以上65歳未満 150日 180日 210日 240日

年齢区分 賃金日額 基本手当日額

　　　　～ 30 歳未満 14,900 円 7,450 円
30 歳以上～ 45 歳未満 16,540 円 8,270 円
45 歳以上～ 60 歳未満 18,220 円 9,110 円
60 歳以上～ 65 歳未満 17,400 円 7,830 円

10年未満 10年以上
20年未満 20年以上

65歳未満 90日 120日 150日

１年未満 １年以上

45歳未満 150日 300日

45歳以上65歳未満 150日 360日

（ﾊ）事業を開始、専念（準備期間含む）し、30日以上その事業を実施する場合
には、事業を行っている期間等を受給期間に算入しない特例を受けること
ができます。ただし、算入しない期間は最大３年間となります。また、当
該事業について、再就職手当の支給を受けている場合は特例の対象外とな
ります。
→　受給期間の特例の手続きは、事業を開始等した日の翌日から２か月以
内に、受給期間延長等申請書に離職票―2及び事業を開始等した事実と開
始日を確認できる書類を添え、本人の住所を管轄する公共職業安定所に
申請することになります。
　また、本人が公共職業安定所に出頭できないときは、代理人又は郵送
でも手続きができます。代理人の方が手続きする場合には、委任状が必
要ですのでご注意ください。
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1　「倒産」等により離職した者
①　倒産（破産、民事再生、会社更生等の各倒産手続の申立て又は手形取引の停止等）に
伴い離職した者

②　事業所において大量雇用変動の場合（１か月に 30 人以上の離職を予定）の届出がさ
れたため離職した者及び当該事業主に雇用される被保険者の３分の１を超える者が離職
したため離職した者

③　事業所の廃止（事業活動停止後再開の見込みのない場合を含む。）に伴い離職した者
④　事業所の移転により、通勤することが困難となったため離職した者

◎　特定受給資格者（倒産・解雇等により、再就職の準備をする時間的余裕がなく離
職を余儀なくされた者）とは、具体的には、下記の類型に該当する方をいいます。

2　「解雇」等により離職した者
①　解雇（自己の責めに帰すべき重大な理由による解雇を除く。）により離職した者
②　労働契約の締結に際し明示された労働条件が事実と著しく相違したことにより離
職した者
③　賃金（退職手当を除く。）の額の３分の１を超える額が支払期日までに支払われな
かったことにより離職した者
④　賃金が、当該労働者に支払われていた賃金に比べて 85％未満に低下した（又は低
下することとなった） ため離職した者（当該労働者が低下の事実について予見し得な
かった場合に限る。）
⑤　離職の日の属する月の前６か月間のうちに３月連続して45 時間、１月で100 時間又は２～６
月平均で月80 時間を超える時間外労働が行われたため、又は事業主が危険若しくは健康障
害の生ずるおそれがある旨を行政機関から指摘されたにもかかわらず、事業所において当該
危険若しくは健康障害を防止するために必要な措置を講じなかったため離職した者

⑥　事業主が法令に違反し、妊娠中若しくは出産後の労働者又は子の養育若しくは家
族の介護を行う労働者を就業させ、若しくはそれらの者の雇用の継続等を図るため
の制度の利用を不当に制限したこと又は妊娠したこと、出産したこと若しくはそれ
らの制度の利用の申出をし、若しくは利用をしたこと等を理由として不利益な取扱
いをしたため離職した者
⑦　事業主が労働者の職種転換等に際して、当該労働者の職業生活の継続のために必
要な配慮を行っていないため離職した者
⑧　期間の定めのある労働契約の更新により 3年以上引き続き雇用されるに至った場
合において当該労働契約が更新されないこととなったことにより離職した者（平成
30 年 2 月 5 日から令和 9年 3月 31 日までに契約更新上限の到来により離職した場合
で、下記の①～③に該当する場合を含む。）（※）

【技能習得手当】
受給資格者が、公共職業安定所長の受講指示により公共職業訓練等を受講
している間は、基本手当のほかに技能習得手当（受講手当・通所手当）及び
寄宿手当を受給することができます。

【傷病手当】
受給資格者が、離職後公共職業安定所に出頭し、求職の申込みをした後に
おいて 15 日以上引き続いて傷病のため職業に就くことができない状態となっ
た場合、基本手当の日額に相当する額の傷病手当が、所定給付日数の範囲内
で支給されます。

225

ハ　給付率及び日額
基本手当の日額は、原則として離職前６か月の賃金を平均した１日分の 45％
～ 80％を乗じて得られる額であり、以下の表のとおり下限額と、年齢区分によ
り上限額が定められています。
《下限額》（令和８年 8月１日現在） 《上限額》（令和８年 8月１日現在）

賃金日額 基本手当日額

3,203 円 2,562 円

ニ　所定給付日数
受給資格がある方で、被保険者であった期間及び離職理由等により以下の表
のとおりとなっています。

　　　  ①　一般の受給資格者（定年・自己都合等）　 ②　障害者等の就職困難者

 
　　　③ 　特定受給資格者（倒産 ･解雇等により再就職の準備をする時間的余裕がなく離職を

余儀なくされた方）225 ～ 226 ページ参照。
　一部の特定理由離職者（※）（期間の定めのある労働契約が更新されなかったこと等
により離職された方）226 ページの１参照。
※　特定理由離職者は離職日が令和 9年 3月 31 日までの方が対象となります。

被保険者であった
期間

年齢
１年未満

１年以上
５年未満

５年以上
10年未満

10年以上
20年未満

20年以上

30歳未満

90日

90日 120日 180日 －

30歳以上35歳未満    120日 180日 210日 240日

35歳以上45歳未満   150日 180日 240日 270日

45歳以上60歳未満 180日 240日 270日 330日

60歳以上65歳未満 150日 180日 210日 240日

年齢区分 賃金日額 基本手当日額

　　　　～ 30 歳未満 14,900 円 7,450 円
30 歳以上～ 45 歳未満 16,540 円 8,270 円
45 歳以上～ 60 歳未満 18,220 円 9,110 円
60 歳以上～ 65 歳未満 17,400 円 7,830 円

10年未満 10年以上
20年未満 20年以上

65歳未満 90日 120日 150日

１年未満 １年以上

45歳未満 150日 300日

45歳以上65歳未満 150日 360日

（ﾊ）事業を開始、専念（準備期間含む）し、30日以上その事業を実施する場合
には、事業を行っている期間等を受給期間に算入しない特例を受けること
ができます。ただし、算入しない期間は最大３年間となります。また、当
該事業について、再就職手当の支給を受けている場合は特例の対象外とな
ります。
→　受給期間の特例の手続きは、事業を開始等した日の翌日から２か月以
内に、受給期間延長等申請書に離職票―2及び事業を開始等した事実と開
始日を確認できる書類を添え、本人の住所を管轄する公共職業安定所に
申請することになります。
　また、本人が公共職業安定所に出頭できないときは、代理人又は郵送
でも手続きができます。代理人の方が手続きする場合には、委任状が必
要ですのでご注意ください。

224 − 225 −− 224 −



◎　特定理由離職者とは、具体的には、下記の類型に該当する方をいいます。

1　 期間の定めのある労働契約の期間が満了し、かつ、当該労働契約の更新がないこと
により離職した者（その者が当該更新を希望したにもかかわらず、当該更新につい
ての合意が成立するに至らなかった場合に限る。）（225～226ページ「特定受給資
格者」の２の⑧及び⑨に該当する場合を除く。）（※１）（※２）

　　（※１ ）労働契約において、契約更新条項が「契約を更新する場合がある」とされ
ている場合など、契約の更新について明示はあるが契約更新の確約まではな
い場合がこの基準に該当します。

　　（※２ ）平成 30 年 2 月 5 日から令和 9年 3月 31 日までに契約更新上限の到来によ
り離職された場合であって、次の①～②に該当する者もこの基準に該当しま
す。

　　　　① 　契約更新上限が当社の有期労働契約締結時に設けられておらず、当初の
有期労働契約締結後に設定された場合又は不更新条項が追加された場合　

　　　　②　契約更新上限が当初の有期労働契約締結後に引き下げられた場合
2　以下の正当な理由のある自己都合により離職した者
　① 　体力の不足、心身の障害、疾病、負傷、視力の減退、聴力の減退、触覚の減退
等により離職した者

　② 　妊娠、出産、育児等により離職し、雇用保険法第 20 条第 1項の受給期間延長措
置を受けた者

（上記⑧に該当する者を除く。）
⑩　事業主又は当該事業主に雇用される労働者から就業環境が著しく害されるような言
動を受けたことによって離職した者
⑪　事業主から直接若しくは間接に退職するよう勧奨を受けたことにより離職した者（従
来から恒常的に設けられている「早期退職優遇制度」等に応募して離職した場合は、
これに該当しない。）
⑫　事業所において使用者の責めに帰すべき事由により行われた休業が引き続き３か月
以上となったことにより離職した者
⑬　事業所の業務が法令に違反したため離職した者

）※（ 　　 ① 　契約更新上限が当初の有期労働契約締結時に設けられておらず、当初の
有期労働契約締結後に設定された場合又は不更新条項が追加された場合

　　　　　② 　契約更新上限が当初の有期労働契約締結後に引き下げられた場合
　　　　　③ 　基準日（平成 24 年 8月 10日）以後に締結された 4年 6か月以上 5年以

下の契約更新上限がある有期労働契約の契約更新上限の到来（定年後の再
雇用に関し定められた雇用期限到来を除く。）により離職した場合。（ただし、
基準日前から、同一の事業所の有期雇用労働者に対して、一様に４年６か
月以上５年以下の契約更新上限を設定していた場合を除く。）

⑨　期間の定めのある労働契約の締結に際し当該労働契約が更新されることが明示さ
れた場合において当該労働契約が更新されないこととなったことにより離職した者
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(2)　高年齢求職者給付（一時金）
この一時金は、高年齢被保険者が離職し、労働の意思及び能力を有するにもかか
わらず職業に就くことのできない状態にある場合で、離職の日以前１年間のうちに
被保険者期間が６か月以上ある場合に、基本手当に代えて、高年齢求職者給付金と
して一時金が支給されます。

被保険者であった期間 １年未満 １年以上
高年齢求職者給付金の額 30 日分 50 日分

(3)　短期雇用特例被保険者の求職者給付（特例一時金）
特例一時金は、短期雇用特例被保険者が離職し、労働の意思及び能力を有するに
もかかわらず職業に就くことができない状態にある場合で、離職の日以前１年間に
被保険者期間６か月（当分の間、１暦月において賃金支払いの基礎となった日が
11 日以上あるものを１か月として計算（なお、賃金支払基礎日数が 11 日以上の月
が６か月ない場合は、賃金の支払いの基礎となった時間数が80時間以上の月を
１か月として算定します。（下線部については、令和２年８月１日以降に離職した
者に限り適用となります。））以上ある場合に、基本手当の30日分（当分の間、40日分）
に相当する額が支給されます。

　　ⅴ ) 鉄道、軌道、バスその他運輸機関の廃止又は運行時間の変更等
　　ⅵ ) 事業主の命による転勤又は出向に伴う別居の回避
　　ⅶ )  配偶者の事業主の命による転勤若しくは出向又は配偶者の再就職に伴う別居

の回避
　⑥ 　その他、226 ページ「特定受給資格者」の２の⑪に該当しない企業整備による

人員整理等で希望退職者の募集に応じて離職した者等

　③ 　父若しくは母の死亡、疾病、負傷等のため、父若しくは母を扶養するために離
職を余儀なくされた場合又は常時本人の看護を必要とする親族の疾病、負傷等の
ために離職を余儀なくされた場合のように、家庭の事情が急変したことにより離
職した者

　④ 　配偶者又は扶養すべき親族と別居生活を続けることが困難となったことにより
離職した者

　⑤　次の理由により、通勤不可能又は困難となったことにより離職した者
　　ⅰ ) 結婚に伴う住所の変更
　　ⅱ ) 育児に伴う保育所その他これに準ずる施設の利用又は親族等への保育の依頼
　　ⅲ ) 事業所の通勤困難な地への移転
　　ⅳ ) 自己の意思に反しての住所又は居所の移転を余儀なくされたこと
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◎　特定理由離職者とは、具体的には、下記の類型に該当する方をいいます。

1　 期間の定めのある労働契約の期間が満了し、かつ、当該労働契約の更新がないこと
により離職した者（その者が当該更新を希望したにもかかわらず、当該更新につい
ての合意が成立するに至らなかった場合に限る。）（225～226ページ「特定受給資
格者」の２の⑧及び⑨に該当する場合を除く。）（※１）（※２）

　　（※１ ）労働契約において、契約更新条項が「契約を更新する場合がある」とされ
ている場合など、契約の更新について明示はあるが契約更新の確約まではな
い場合がこの基準に該当します。

　　（※２ ）平成 30 年 2 月 5 日から令和 9年 3月 31 日までに契約更新上限の到来によ
り離職された場合であって、次の①～②に該当する者もこの基準に該当しま
す。

　　　　① 　契約更新上限が当社の有期労働契約締結時に設けられておらず、当初の
有期労働契約締結後に設定された場合又は不更新条項が追加された場合　

　　　　②　契約更新上限が当初の有期労働契約締結後に引き下げられた場合
2　以下の正当な理由のある自己都合により離職した者
　① 　体力の不足、心身の障害、疾病、負傷、視力の減退、聴力の減退、触覚の減退
等により離職した者

　② 　妊娠、出産、育児等により離職し、雇用保険法第 20 条第 1項の受給期間延長措
置を受けた者

（上記⑧に該当する者を除く。）
⑩　事業主又は当該事業主に雇用される労働者から就業環境が著しく害されるような言
動を受けたことによって離職した者
⑪　事業主から直接若しくは間接に退職するよう勧奨を受けたことにより離職した者（従
来から恒常的に設けられている「早期退職優遇制度」等に応募して離職した場合は、
これに該当しない。）
⑫　事業所において使用者の責めに帰すべき事由により行われた休業が引き続き３か月
以上となったことにより離職した者
⑬　事業所の業務が法令に違反したため離職した者

）※（ 　　 ① 　契約更新上限が当初の有期労働契約締結時に設けられておらず、当初の
有期労働契約締結後に設定された場合又は不更新条項が追加された場合

　　　　　② 　契約更新上限が当初の有期労働契約締結後に引き下げられた場合
　　　　　③ 　基準日（平成 24 年 8月 10日）以後に締結された 4年 6か月以上 5年以

下の契約更新上限がある有期労働契約の契約更新上限の到来（定年後の再
雇用に関し定められた雇用期限到来を除く。）により離職した場合。（ただし、
基準日前から、同一の事業所の有期雇用労働者に対して、一様に４年６か
月以上５年以下の契約更新上限を設定していた場合を除く。）

⑨　期間の定めのある労働契約の締結に際し当該労働契約が更新されることが明示さ
れた場合において当該労働契約が更新されないこととなったことにより離職した者
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ロ　日額
前２か月間に 26 枚以上の印紙が貼付されているときに、級別貼付状況に応じ

て、次のとおり決定されます。
【第１級　　7,500 円】
【第２級　　6,200 円】
【第３級　　4,100 円】

ハ　給付日数
前２か月間に貼付された印紙の枚数（給付

日数の決定に等級は関係ありません。）によっ
て、右表のとおり計算されます。

２　就職促進給付

(1)　再就職手当
受給資格者が、所定給付日数の３分の１以上を残して、安定した職業（１年を超
えて引き続き雇用されることが確実と認められること。）に就いた場合に、一定の
要件に基づき、基本手当日額（ただし、上限あり）×所定給付日数の支給残日数×
60％又は70％（支給残日数が所定給付日数の3分の 2以上の場合は「支給残日数の
70％」、所定給付日数の３分の 1以上３分の２未満の場合は「支給残日数の 60％」）
が、一時金として支給されます。

(2)　就業促進定着手当

印紙の貼付枚数 給付日数
26 枚～ 31 枚まで 13 日
32 枚～ 35 枚まで 14 日
36 枚～ 39 枚まで 15 日
40 枚～ 43 枚まで 16 日
44 枚以上 17 日

(4)　日雇労働求職者給付金
イ　受給要件
日雇労働求職者給付金は、失業の日の属する月前 2か月間に 26 枚以上の印紙
が貼付され、日雇労働被保険者が失業した場合に、公共職業安定所に出頭して求
職申込みをしたうえ、その失業している日について認定を受け、失業の認定が行
われた日数分が支給されることとなっています。
ただし、日雇労働被保険者が各週について就労しなかった最初の１日分は支給
されません。
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　再就職手当の支給を受けた方で、再就職手当の支給に係る再就職先に雇用保険の被
保険者として６か月以上雇用され、再就職先での６か月の賃金が、離職前の賃金より
も低い場合に、基本手当（ただし、上限あり）の支給残日数の 20％（令和７年３月
31日以前に就職した場合は 40％（再就職手当の支給率が 70％の場合は 30％））を上限
として、低下した賃金との差額６か月分が支給されます。
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(4)　移転費
受給資格者等が、公共職業安定所の紹介した職業に就くため、又は公共職業安定
所以外に、特定地方公共団体又は職業紹介事業者の紹介した職業に就くため、住居
所を変更した等の場合であって、公共職業安定所長が必要と認めたときに支給され
ます。

(5)　広域求職活動費
受給資格者等が、公共職業安定所の紹介により広範囲の地域にわたる求職活動を
する場合であって、公共職業安定所長が必要と認めたときに支給されます。

(6)　短期訓練受講費
　受給資格者等が、公共職業安定所の職業指導により再就職の促進を図るために必
要な職業に関する教育訓練を受け、当該短期訓練を終了した場合において、当該短期
訓練の受講のために支払った費用について教育訓練給付金の支払を受けておらず、公
共職業安定所長が必要と認めたときに支給されます。

(7)　求職活動関係役務利用費
　受給資格者等が、求人者との面接等をしたり、教育訓練を受講するため、その子
に関して保育等サービスを利用する場合に支給されます。

※ 　228～ 229 ページの手当には、申請書等に事業主の方に証明していただく欄があ
ります。労働者の方から申請書の記入依頼を受けた場合には、速やかにご対応して
いただきますようよろしくお願いいたします。

　 　また、就業促進定着手当につきましては、支給申請書に記載いただいた期間の分
（賃金締切日で区切られた、完全な賃金支払対象期間６か月分に至るまでの期間）
の出勤簿又はタイムカードの写しと給与明細又は賃金台帳の写しを、雇い入れた方
へ提供していただきますようお願いいたします。
　 　これらの写しは就業促進定着手当の支給要件に該当するか調査をするため、また
当該手当の支給要件に該当する場合は支給額を計算するために必要となりますの
で、ご協力をお願いいたします。

(3)　常用就職支度手当
障害のある方、45 歳以上の方で労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の
安定及び職業生活の充実等に関する法律等に基づく再就職援助計画の対象者など、
就職困難な受給資格者が、公共職業安定所又は民間職業紹介事業者の紹介により、安
定した職業に就いた場合に、一定の要件に基づき、基本手当日額（上限あり）×36日
（ 支給残日数が90日未満の場合は、支給残日数もしくは45日のいずれか多い日数
× 40％）が支給されます。
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ロ　日額
前２か月間に 26 枚以上の印紙が貼付されているときに、級別貼付状況に応じ

て、次のとおり決定されます。
【第１級　　7,500 円】
【第２級　　6,200 円】
【第３級　　4,100 円】

ハ　給付日数
前２か月間に貼付された印紙の枚数（給付

日数の決定に等級は関係ありません。）によっ
て、右表のとおり計算されます。

２　就職促進給付

(1)　再就職手当
受給資格者が、所定給付日数の３分の１以上を残して、安定した職業（１年を超
えて引き続き雇用されることが確実と認められること。）に就いた場合に、一定の
要件に基づき、基本手当日額（ただし、上限あり）×所定給付日数の支給残日数×
60％又は70％（支給残日数が所定給付日数の3分の 2以上の場合は「支給残日数の
70％」、所定給付日数の３分の 1以上３分の２未満の場合は「支給残日数の 60％」）
が、一時金として支給されます。

(2)　就業促進定着手当

印紙の貼付枚数 給付日数
26 枚～ 31 枚まで 13 日
32 枚～ 35 枚まで 14 日
36 枚～ 39 枚まで 15 日
40 枚～ 43 枚まで 16 日
44 枚以上 17 日

(4)　日雇労働求職者給付金
イ　受給要件
日雇労働求職者給付金は、失業の日の属する月前 2か月間に 26 枚以上の印紙
が貼付され、日雇労働被保険者が失業した場合に、公共職業安定所に出頭して求
職申込みをしたうえ、その失業している日について認定を受け、失業の認定が行
われた日数分が支給されることとなっています。
ただし、日雇労働被保険者が各週について就労しなかった最初の１日分は支給
されません。
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　再就職手当の支給を受けた方で、再就職手当の支給に係る再就職先に雇用保険の被
保険者として６か月以上雇用され、再就職先での６か月の賃金が、離職前の賃金より
も低い場合に、基本手当（ただし、上限あり）の支給残日数の 20％（令和７年３月
31日以前に就職した場合は 40％（再就職手当の支給率が 70％の場合は 30％））を上限
として、低下した賃金との差額６か月分が支給されます。
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３　教育訓練給付

(1)　教育訓練給付金
（ⅰ）一般教育訓練受講に係る教育訓練給付金

　一定の要件を満たす雇用保険の被保険者（※）（＝在職者）、または一般被保険者で
あった方（＝離職者）が、厚生労働大臣の指定する一般教育訓練を受講し、修了した
場合に、教育訓練施設に支払った受講料等の一定の割合に相当する額が支給されます。
※ 　被保険者とは、一般被保険者及び高年齢被保険者をいいます。以下、第 13 章
の３において同じです。

【支給額】
　教育訓練経費（※）の 20％（上限 10 万円）
　ただし、支給額が 4千円を超えない場合は支給されません。
※　教育訓練経費とは…
　申請者自らが指定教育訓練実施者に対して支払った入学金及び受講料（最大 1年
分）の合計額を指します。受講開始日前 1年以内にキャリアコンサルタントが行う
キャリアコンサルティングを受けた場合は、その費用を、教育訓練経費に加えるこ
とができます（ただし、その額が２万円を超える場合の教育訓練経費とできる額は
２万円までとなります。）。事業主等が申請者に対して教育訓練の受講に伴う手当等
を支給する場合は、原則的に教育訓練経費から差し引いて申請することとなります。

（ⅱ） 特定一般教育訓練受講に係る教育訓練給付金（令和元年 10 月 1 日制度開始）
　一定の要件を満たす雇用保険の被保険者（※）（＝在職者）、又は被保険者であっ
た方（＝離職者）が、厚生労働大臣の指定する特定一般教育訓練を受講し、修了し
た場合に、教育訓練施設に支払った受講料等の一定の割合に相当する額が支給され
ます。

【支給額】
　教育訓練経費（※）の 40％（上限 20 万円）
　ただし、支給額が 4千円を超えない場合は支給されません。
　また、特定一般教育訓練を修了した方で、あらかじめ定められた資格を取得し、
受講修了日の翌日から起算して１年以内に雇用保険被保険者として雇用された場合
は、教育訓練経費の10％を追加で支給します。（上限５万円。受講開始日が令和６年
10月1日以降の場合に限ります。）
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３　教育訓練給付

(1)　教育訓練給付金
（ⅰ）一般教育訓練受講に係る教育訓練給付金

　一定の要件を満たす雇用保険の被保険者（※）（＝在職者）、または一般被保険者で
あった方（＝離職者）が、厚生労働大臣の指定する一般教育訓練を受講し、修了した
場合に、教育訓練施設に支払った受講料等の一定の割合に相当する額が支給されます。
※ 　被保険者とは、一般被保険者及び高年齢被保険者をいいます。以下、第 13 章
の３において同じです。

【支給額】
　教育訓練経費（※）の 20％（上限 10 万円）
　ただし、支給額が 4千円を超えない場合は支給されません。
※　教育訓練経費とは…
　申請者自らが指定教育訓練実施者に対して支払った入学金及び受講料（最大 1年
分）の合計額を指します。受講開始日前 1年以内にキャリアコンサルタントが行う
キャリアコンサルティングを受けた場合は、その費用を、教育訓練経費に加えるこ
とができます（ただし、その額が２万円を超える場合の教育訓練経費とできる額は
２万円までとなります。）。事業主等が申請者に対して教育訓練の受講に伴う手当等
を支給する場合は、原則的に教育訓練経費から差し引いて申請することとなります。

（ⅱ） 特定一般教育訓練受講に係る教育訓練給付金（令和元年 10 月 1 日制度開始）
　一定の要件を満たす雇用保険の被保険者（※）（＝在職者）、又は被保険者であっ
た方（＝離職者）が、厚生労働大臣の指定する特定一般教育訓練を受講し、修了し
た場合に、教育訓練施設に支払った受講料等の一定の割合に相当する額が支給され
ます。

【支給額】
　教育訓練経費（※）の 40％（上限 20 万円）
　ただし、支給額が 4千円を超えない場合は支給されません。
　また、特定一般教育訓練を修了した方で、あらかじめ定められた資格を取得し、
受講修了日の翌日から起算して１年以内に雇用保険被保険者として雇用された場合
は、教育訓練経費の10％を追加で支給します。（上限５万円。受講開始日が令和６年
10月1日以降の場合に限ります。）
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【支給額】
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【特定一般教育訓練受講承認の証明】
　特定一般教育訓練受講に係る教育訓練給付の支給を希望する方は、原則として、訓
練受講開始日２週間前までに、受給資格確認の手続を行う必要があり、この受給資格
確認の手続の前に厚生労働大臣が定めるキャリアコンサルタントによるキャリアコン
サルティングを事前に受け、当該キャリアコンサルティングを踏まえて記載された
ジョブ･カードを提出する必要があります。

(ⅲ) 専門実践教育訓練受講に係る教育訓練給付金
　一定の要件を満たす雇用保険の被保険者（＝在職者）、または被保険者であった方
（＝離職者）が、厚生労働大臣の指定した専門実践教育訓練を受講している場合に、
教育訓練施設に支払った受講料等の一定の割合に相当する額が支給されます。

　教育訓練経費の 50％（１年間の支給上限額 40万円、総支給上限額 120万円）。
　ただし、支給額が４千円を超えない場合は支給されません。
　また、専門実践教育訓練を修了した方で、あらかじめ定められた資格を取得し、受
講修了日の翌日から起算して１年以内に雇用保険被保険者として雇用された場合は、
教育訓練経費の 20％を追加で支給します。（１年間の支給上限 16 万円、２年間の支
給上限 32万円、３年間の支給上限48万円）。
　さらに、20％の追加支給を受けられる方のうち、訓練修了後の賃金が受講開始前の
賃金と比較して５％以上上昇した場合は教育訓練経費の10％を追加で支給します。（１
年間の支給上限８万円、２年間の支給上限16万円、３年間の支給上限24万円）。
※法令上最短 4 年の専門実践教育訓練（専門職大学等、管理栄養士の養成課程）を受
講する者について、10年間の支給上限額 192万円（（40万円＋16万円＋8万円）×３）
に４年目受講相当分として上限 64 万円（40 万円＋16 万円＋８万円）が上乗せされ
ます。

　ただし、在職者であって、かつ、比較的高い賃金を受ける者（例えば、基本手当日
額の算出の際、50％の給付割合が適用される程度の賃金を受ける者などを想定）は上
乗せされません。
　また、専門実践教育訓練の複数回受講の場合についても、上乗せはされません。
　なお、受講開始日が令和６年９月 30 日以前である場合は、10 年間の支給上限額
168 万円（（40 万円＋16 万円）×３）に４年目受講相当分として上限 56 万円（40 万
円＋16万円）が上乗せされます。
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【専門実践教育訓練受講承認の証明】
　専門実践教育訓練給付金の支給を希望する方は、原則として訓練受講開始日2週間前
までに、受給資格確認の手続きを行う必要があります。この受給資格確認の手続きの前に
厚生労働大臣が定めるキャリア･コンサルタントによるキャリア・コンサルティングを事前に受け、
当該キャリア・コンサルティングを踏まえて記載されたジョブ･カードを提出する必要があります。

(2) 教育訓練支援給付金
　一定の要件を満たす専門実践教育訓練受講に係る教育訓練給付金の支給を受け
ている方（受講開始時に 45 歳未満である方）が、当該専門実践教育訓練（通信制・
夜間制の訓練を除く）を受けている日のうち失業している日について支給されます。

【支給額】
　原則として、基本手当の日額に相当する額に 60％（※）を乗じて得た額に支給
日数を乗じて得た額が支給されます。
※ 　令和７年３月 31 日以前に受講開始した専門実践教育訓練の教育訓練支援給付
金の支給額は、基本手当日額に相当する額の 80％となります。

（3）教育訓練休暇給付金
　一定の要件を満たす雇用保険の被保険者（=在職者）が、離職することなく、教育
訓練に専念するため、自発的に休暇を取得して仕事から離れる場合、その訓練・休暇
期間中の生活費を保障するため、失業給付（基本手当）に相当する給付として、賃金
の一定の割合に相当する額が支給されます。

　（ⅰ）概要
　　　①支給対象者：以下の２つの要件を満たすことが必要です。

・休暇開始前２年間に12か月以上の被保険者期間があること
 （原則、11日以上の賃金支払いの基礎となった日数がある月が算定の対象）
・休暇開始前に５年以上、雇用保険に加入していた期間があること
（過去、基本手当（失業給付）や教育訓練休暇給付金、育児休業給付金、出
生時育児休業給付金を受けたことがある場合、通算できない期間が生じる
場合あり）

②給付日数：雇用保険に加入していた期間に応じて異なります。

③給付日額：原則休暇開始日前６か月の賃金日額に応じて算定されます。
 （失業給付の算定方法と同じであり、休暇開始日の前日を離職日とみなして算定）

　

加入期間 ５年以上10年未満 10年以上20年未満 20年以上
所定給付日数 90日 120日 150日
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　（ⅱ）支給対象となる休暇
以下の全ての要件を満たす休暇が対象です。
①就業規則や労働協約等に規定された休暇制度に基づく休暇
②労働者本人が教育訓練を受講するため自発的に取得することを希望し、事業
主の承認を得て取得する 30日以上の無給の休暇

③次に定める教育訓練等を受けるための休暇
・学校教育法に基づく大学、大学院、短大、高専、専修学校又は各種学校が
提供する教育訓練等

・教育訓練給付金の指定講座を有する法人等が提供する教育訓練等
・職業に関する教育訓練として職業安定局長が定めるもの
 （司法修習、語学留学、海外大学院での修士号の取得等）

232

【専門実践教育訓練受講承認の証明】
　専門実践教育訓練給付金の支給を希望する方は、原則として訓練受講開始日2週間前
までに、受給資格確認の手続きを行う必要があります。この受給資格確認の手続きの前に
厚生労働大臣が定めるキャリア･コンサルタントによるキャリア・コンサルティングを事前に受け、
当該キャリア・コンサルティングを踏まえて記載されたジョブ･カードを提出する必要があります。

(2) 教育訓練支援給付金
　一定の要件を満たす専門実践教育訓練受講に係る教育訓練給付金の支給を受け
ている方（受講開始時に 45 歳未満である方）が、当該専門実践教育訓練（通信制・
夜間制の訓練を除く）を受けている日のうち失業している日について支給されます。

【支給額】
　原則として、基本手当の日額に相当する額に 60％（※）を乗じて得た額に支給
日数を乗じて得た額が支給されます。
※ 　令和７年３月 31 日以前に受講開始した専門実践教育訓練の教育訓練支援給付
金の支給額は、基本手当日額に相当する額の 80％となります。

（3）教育訓練休暇給付金
　一定の要件を満たす雇用保険の被保険者（=在職者）が、離職することなく、教育
訓練に専念するため、自発的に休暇を取得して仕事から離れる場合、その訓練・休暇
期間中の生活費を保障するため、失業給付（基本手当）に相当する給付として、賃金
の一定の割合に相当する額が支給されます。

　（ⅰ）概要
　　　①支給対象者：以下の２つの要件を満たすことが必要です。

・休暇開始前２年間に12か月以上の被保険者期間があること
 （原則、11日以上の賃金支払いの基礎となった日数がある月が算定の対象）
・休暇開始前に５年以上、雇用保険に加入していた期間があること
（過去、基本手当（失業給付）や教育訓練休暇給付金、育児休業給付金、出
生時育児休業給付金を受けたことがある場合、通算できない期間が生じる
場合あり）

②給付日数：雇用保険に加入していた期間に応じて異なります。

③給付日額：原則休暇開始日前６か月の賃金日額に応じて算定されます。
 （失業給付の算定方法と同じであり、休暇開始日の前日を離職日とみなして算定）

　

加入期間 ５年以上10年未満 10年以上20年未満 20年以上
所定給付日数 90日 120日 150日
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第１４章　日雇労働被保険者の給付について

１　雇用保険の適用を受ける日雇労働者とは

（1）雇用保険法における日雇労働者とは、日々転々と異なる事業主に雇用され、極めて
不安定な就労状態にある労働者で、次のいずれかに該当する者をいいます。
　①　日々雇用される者
　②　30 日以内の期間を定めて雇用される者
　ただし、連続する 2月の各月において 18 日以上同一事業主の適用事業に雇用された場
合、又は、同一の事業主の適用事業に継続して 31 日以上雇用された場合は、以下の日か
ら一般被保険者又は短期雇用特例被保険者として取り扱われますので、雇用保険被保険者
資格取得届に雇用保険日雇労働被保険者手帳を添えて届出をしてください。
　① 　２月の各月において 18 日以上同一の事業主の適用事業に雇用された者については

その翌月の最初の日
　② 　同一の事業主の適用事業に継続して 31 日以上雇用された者については同一の事業

主の下での雇用が 31 日以上継続するに至った日
（2）日雇労働被保険者となるのは、日雇労働者のうち、次のいずれかに該当する者です。
　①　適用区域内に居住し、適用事業に雇用される者
　②　適用区域外の地域に居住し、適用区域内にある適用事業に雇用される者
　③　上記以外の者であって公共職業安定所長の認可を受けた者
　 　日雇労働被保険者となった日雇労働者には、日雇労働被保険者手帳が交付されます。
　 　なお、公共職業安定所長の認可を受けて被保険者となった日雇労働者については、認
可のあった日に、日雇労働被保険者手帳が交付されます。

２　日雇労働被保険者を雇い入れた場合の手続きは

（1）雇用保険印紙の購入
　 　雇用保険印紙保険料は、雇用する日雇労働被保険者に賃金を払うつど、日雇労働被保
険者手帳に雇用保険印紙を貼付し、あらかじめ届出済みの印影をもって消印することに
よって納付するものです。
　 　したがって、事業主が日雇労働被保険者を雇い入れようとするときは、あらかじめ雇
用保険印紙を購入しなければなりません。雇用保険印紙を購入するには、公共職業安定
所に「雇用保険印紙購入通帳交付申請書」を提出し、通帳の交付を受けて、その通帳に
より郵便局から必要な枚数を購入しなければなりません。
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第１４章　日雇労働被保険者の給付について

１　雇用保険の適用を受ける日雇労働者とは

（1）雇用保険法における日雇労働者とは、日々転々と異なる事業主に雇用され、極めて
不安定な就労状態にある労働者で、次のいずれかに該当する者をいいます。
　①　日々雇用される者
　②　30 日以内の期間を定めて雇用される者
　ただし、連続する 2月の各月において 18 日以上同一事業主の適用事業に雇用された場
合、又は、同一の事業主の適用事業に継続して 31 日以上雇用された場合は、以下の日か
ら一般被保険者又は短期雇用特例被保険者として取り扱われますので、雇用保険被保険者
資格取得届に雇用保険日雇労働被保険者手帳を添えて届出をしてください。
　① 　２月の各月において 18 日以上同一の事業主の適用事業に雇用された者については

その翌月の最初の日
　② 　同一の事業主の適用事業に継続して 31 日以上雇用された者については同一の事業

主の下での雇用が 31 日以上継続するに至った日
（2）日雇労働被保険者となるのは、日雇労働者のうち、次のいずれかに該当する者です。
　①　適用区域内に居住し、適用事業に雇用される者
　②　適用区域外の地域に居住し、適用区域内にある適用事業に雇用される者
　③　上記以外の者であって公共職業安定所長の認可を受けた者
　 　日雇労働被保険者となった日雇労働者には、日雇労働被保険者手帳が交付されます。
　 　なお、公共職業安定所長の認可を受けて被保険者となった日雇労働者については、認
可のあった日に、日雇労働被保険者手帳が交付されます。

２　日雇労働被保険者を雇い入れた場合の手続きは

（1）雇用保険印紙の購入
　 　雇用保険印紙保険料は、雇用する日雇労働被保険者に賃金を払うつど、日雇労働被保
険者手帳に雇用保険印紙を貼付し、あらかじめ届出済みの印影をもって消印することに
よって納付するものです。
　 　したがって、事業主が日雇労働被保険者を雇い入れようとするときは、あらかじめ雇
用保険印紙を購入しなければなりません。雇用保険印紙を購入するには、公共職業安定
所に「雇用保険印紙購入通帳交付申請書」を提出し、通帳の交付を受けて、その通帳に
より郵便局から必要な枚数を購入しなければなりません。
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（2）雇用保険印紙の種類

等級 賃金日額 印紙保険料 負担割合
事業主 労働者

第１級 11,300 円以上 176 円 88 円 88 円

第２級 8,200 円以上 11,300 円未満 146 円 73 円 73 円

第３級 8,200 円未満 96 円 48 円 48 円

（3）保険料の負担
　 　日雇労働被保険者を雇用した場合は、雇用保険印紙保険料と一般保険料の納付の義務
があります。したがって、事業主は日雇労働被保険者に賃金を支払うつど、以下の計算
方法で保険料を控除することができます（令和８年度の料率で計算しています）。
　　○　一般の事業（雇用保険率　13.5/1000）
　　　　（雇用保険印紙料× 1/2）＋（賃金× 5/1000）
　　○　建設の事業（雇用保険率　16.5/1000）
　　　　（雇用保険印紙料× 1/2）＋（賃金× 6/1000）
　
【例示】
　　 　賃金日額12,000円の日雇労働者を雇用した建設事業の事業主が、日雇労働者負担

分の保険料を計算すると ･･････

※保険料の計算方法等については、89ページ「第７章 労働保険料のしくみ」を参照
　ください。

　　　①　雇用保険印紙保険料
　　　　　88円 ･････176 円（第 1級）× 1／ 2（労働者負担分）
　　　②　一般保険料
　　　　　72 円 ･････12,000 円× 6／ 1000（建設事業：労働者負担分）
　　よって、事業主は、労働者から 160円（① 88円＋② 72円）を徴収してください。

（4）雇用保険印紙に消印する印影の届出
　 　日雇労働被保険者手帳に雇用保険印紙を貼付し、消印する際の印影をあらかじめ管轄
公共職業安定所に届け出てください。
　　また、印影を変更しようとするときも届出が必要です。

（5）雇用保険印紙の受払い及び印紙保険料納付状況の報告
　 　事業主は、公共職業安定所から雇用保険印紙購入通帳の交付を受けた場合は、雇用保
険印紙受払いについて、日々、受払簿へ記入し、毎月、月末現在で集計したうえ、その
翌月末までに雇用保険印紙の使用の有無にかかわらず、「印紙保険料納付状況報告書」
を、管轄公共職業安定所へ提出してください。
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（6）日雇労働者が日雇労働被保険者手帳を所持していない場合の保険料納付
　 　日雇労働被保険者手帳を持っていない日雇労働者を雇用した事業主は、その日雇労働
者に対して、居住地を管轄する公共職業安定所長に日雇労働被保険者資格取得届等を提
出して被保険者手帳の交付を受けるよう指導してください。
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（6）日雇労働者が日雇労働被保険者手帳を所持していない場合の保険料納付
　 　日雇労働被保険者手帳を持っていない日雇労働者を雇用した事業主は、その日雇労働
者に対して、居住地を管轄する公共職業安定所長に日雇労働被保険者資格取得届等を提
出して被保険者手帳の交付を受けるよう指導してください。
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第１５章　その他

１　不正受給について

（1）不正受給について
本来、雇用継続給付（高年齢雇用継続給付・介護休業給付）や基本手当等の失業
等給付や育児休業給付の支給を受けることができないのにもかかわらず、不正な手
段により支給を受けたり、又は支給を受けようとした場合は、不正受給処分を受け
ることになります。（現実に給付を受けたか否かは問いません。）

（2）不正受給の処分について
① 不正のあった日から、雇用継続給付、基本手当、育児休業給付等の支給を受け
る権利がなくなります（支給停止）。

② 不正な行為により支給を受けた金額は、全額返還しなければなりません（返還
命令）。

③ さらに悪質な場合には、不正な行為により支給を受けた金額の最高２倍の金額
の納付が命ぜられます（納付命令）。
②と併せることで不正受給した金額の最高３倍の金額を納めなければなりません。
なお、返還又は納付をしないときは、財産の差押えが行われる場合があります。
また、詐欺罪などにより処罰される場合があります。

（3）事業主との連帯責任について
事業主が虚偽の申請書等を提出した場合は、事業主も連帯して返還命令又は納付

命令処分を受けることがあります。
また、この他にも、同一事業所にて一定期間に複数回連続して就職、離職、失業

等給付の基本手当の受給を繰り返している者（「循環的離職者」という。）を再び雇
用した場合は、雇用保険の受給資格決定前から再雇用予約があったものとして受給
資格者本人のみならず、事業主も共謀して不正受給したとして連帯して返還命令処
分を受ける場合があります。
詳しくは管轄の公共職業安定所窓口にてお問い合わせください。

（4）公共職業安定所による調査
不正受給の疑いがある場合には、公共職業安定所による調査が行われます。
不正受給とならないためにも、申請書等の記載内容等について少しでもわからな

いことがある場合は、公共職業安定所にお問い合わせください。

（5）不正受給の防止
事業主が離職証明書に虚偽の記載を行う等、偽りその他不正の行為をした場合に

は、不正に受給した者と連帯して不正受給金の返還、納付命令（返還金の最高２倍）
を課されるほか、詐欺罪として刑罰に処せられる場合がありますので、ご注意くだ
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さい。
なお、失業等給付を受けていた方を採用された場合は、その方の採用された時期

の点検等のため関係書類をお借りする場合や、循環的離職者を雇用する（していた）
事業主の方へ再雇用予約の有無等について公共職業安定所担当職員が確認のご連絡
をする場合もありますので、ご協力をお願いします。
また、公共職業安定所には、雇用保険給付調査官を配置し、不正受給者の摘発な

らびに実地調査を行なっていますので、訪問の際にはご協力をお願いします。

◎「雇入年月日」は不正受給防止のポイントです。
労働者を採用した場合、雇用年月日の理解が不正確なために不正受給につな
がることがよくあります。試用期間や見習期間も雇入れのうちですから、こ
の期間について失業等給付（基本手当）を受給すると不正受給になります。

失業給付（基本手当）の受給 

不正受給 

  

試 用 期 間 

（見習期間）用
採
仮

用
採
本

◎ 内職・アルバイト・手伝いも…………申告が必要です。
失業等給付（基本手当）を受給している人が、内職、アルバイト、手伝い等

をした場合は、公共職業安定所へ申告をしなければなりません。もちろん、失
業者が内職などをすること自体は正当なことですが、必要な申告を怠ると不正
受給になります。
◎ 就職に関する証明書、離職証明書などは正確に
雇入年月日をはじめ、賃金や労働日数、働いていた期間等について、事実と

相違する書類を使って不正受給をする悪質な事例もあります。事業主の皆さん
が行う証明は、正確に、偽りの記入を求められても絶対に受け入れないように
してください。

不正受給に関して、事業主の皆さんの証明が誤っていたり、承知しながら見

いうことがないように注意してください。

２　審査請求について

公共職業安定所長の行った被保険者資格の取得喪失の確認、失業等給付（高年齢
雇用継続給付・介護休業給付・育児休業給付）に関する処分（受給資格の否認、不
支給の決定など）、不正受給に関する処分に誤りがあると思われる等不服のある方
は、その処分のあったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、雇用保険
審査官に審査を申し出ることができます。（これを審査請求といいます。）
この審査請求は、公共職業安定所を通じ、あるいは、雇用保険審査官に請求して

ください。
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さい。
なお、失業等給付を受けていた方を採用された場合は、その方の採用された時期

の点検等のため関係書類をお借りする場合や、循環的離職者を雇用する（していた）
事業主の方へ再雇用予約の有無等について公共職業安定所担当職員が確認のご連絡
をする場合もありますので、ご協力をお願いします。
また、公共職業安定所には、雇用保険給付調査官を配置し、不正受給者の摘発な

らびに実地調査を行なっていますので、訪問の際にはご協力をお願いします。

◎「雇入年月日」は不正受給防止のポイントです。
労働者を採用した場合、雇用年月日の理解が不正確なために不正受給につな
がることがよくあります。試用期間や見習期間も雇入れのうちですから、こ
の期間について失業等給付（基本手当）を受給すると不正受給になります。

失業給付（基本手当）の受給 

不正受給 

  

試 用 期 間 

（見習期間）用
採
仮

用
採
本

◎ 内職・アルバイト・手伝いも…………申告が必要です。
失業等給付（基本手当）を受給している人が、内職、アルバイト、手伝い等

をした場合は、公共職業安定所へ申告をしなければなりません。もちろん、失
業者が内職などをすること自体は正当なことですが、必要な申告を怠ると不正
受給になります。
◎ 就職に関する証明書、離職証明書などは正確に
雇入年月日をはじめ、賃金や労働日数、働いていた期間等について、事実と

相違する書類を使って不正受給をする悪質な事例もあります。事業主の皆さん
が行う証明は、正確に、偽りの記入を求められても絶対に受け入れないように
してください。

不正受給に関して、事業主の皆さんの証明が誤っていたり、承知しながら見

いうことがないように注意してください。

２　審査請求について

公共職業安定所長の行った被保険者資格の取得喪失の確認、失業等給付（高年齢
雇用継続給付・介護休業給付・育児休業給付）に関する処分（受給資格の否認、不
支給の決定など）、不正受給に関する処分に誤りがあると思われる等不服のある方
は、その処分のあったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、雇用保険
審査官に審査を申し出ることができます。（これを審査請求といいます。）
この審査請求は、公共職業安定所を通じ、あるいは、雇用保険審査官に請求して

ください。
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３　各種助成金のご案内（中小企業向け）

　雇用保険の被保険者に関し、失業の予防、雇用状態の是正、雇用機会の拡大、その他
雇用の安定を図るため、雇用維持・在籍型出向・再就職支援・雇入れ・雇用環境整備・両
立支援など、各場面において事業主の皆様が講じた措置に応じて、各種助成金が支給され
ます。
　また、職業生活の全期間を通じて、その者の能力を開発・向上させることを促進するため、事業
主の皆様が職業訓練を実施した場合に訓練経費や訓練期間中の賃金の一部等が支給されます。

中小企業向けの主な雇用・労働関係助成金

※令和８年４月１日現在の内容を掲載しております。制度が変更・廃止されている場合がありますので、取扱い機関にご確認ください。
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１．労働者を新たに雇い入れる場合の支援� （※）１週間の週所定労働時間が20時間以上30時間未満の者

助成金名 概　　要 助　　成　　内　　容 問合せ先

特定求職者雇用開発助成金�
（特定就職困難者コース）

障害者、高年齢者（60歳以上）等をハ
ローワーク等の紹介により継続して雇
用する労働者として雇い入れた場合、
賃金相当額の一部を助成

【高年齢者（60歳以上）、母子家庭の母等、父子家庭の父ほか】
1人あたり最大60万円　短時間労働者（※）は最大40万円
【身体・知的障害者（重度以外）】
1人あたり最大120万円　短時間労働者（※）は最大80万円
【身体・知的障害者（重度又は45歳以上）、精神障害者】
1人あたり最大240万円　短時間労働者（※）は最大80万円

都道府県労働局 
ハローワーク

特定求職者雇用開発助成金�
（発達障害者・難治性疾患患者

雇用開発コース）

発達障害者または難治性疾患患者をハ
ローワーク等の紹介により継続して雇
用する労働者として雇い入れた場合、
賃金相当額の一部を助成

1人あたり最大120万円　短時間労働者（※）は最大80万円

特定求職者雇用開発助成金�
（中高年層安定雇用支援コース）

いわゆる就職氷河期世代を含む中高年
層のうち、就職の機会を逃したこと等
により、十分なキャリア形成がなされ
ず、正規雇用労働者としての就業が困
難な方をハローワーク等の紹介により
正規雇用労働者として雇い入れた場
合、賃金相当額の一部を助成

1人あたり最大60万円

特定求職者雇用開発助成金�
（生活保護受給者等雇用開発コース）

地方公共団体からハローワークに就労支
援の要請があった生活保護受給者や生活
困窮者をハローワーク等の紹介により継
続して雇用する労働者として雇い入れた
場合、賃金相当額の一部を助成

1人あたり最大60万円　短時間労働者（※）は最大40万円

トライアル雇用助成金�
（一般トライアルコース）

職業経験、技能、知識の不足等から安
定した職業に就くことが困難な求職
者について、ハローワーク等の紹介
により、原則3か月間試行雇用した場
合に助成

1人あたり月額最大4万円（最長3か月間）
※�対象者が母子家庭の母等又は父子家庭の父の場合、月額最

大5万円（最長3か月間）

トライアル雇用助成金�
（障害者トライアルコース）

就職が困難な障害者を、ハローワーク
等の紹介により、一定期間試行雇用し
た場合に助成

【精神障害者の場合】
・助成期間：最長6か月
・トライアル雇用期間：原則6～12か月
・助成額：雇入れから3か月間　→　1人あたり月額最大8万円
・助成額：雇入れから4か月以降→　1人あたり月額最大4万円

【上記以外の場合】
・助成期間：最長3か月
・�トライアル雇用期間：原則3か月。ただし、テレワークによ

る勤務を行う者は、最大6か月まで延長可能。
・助成額：1人あたり月額最大4万円

トライアル雇用助成金�
（障害者短時間トライアルコース）

直ちに週20時間以上勤務することが難
しい精神障害者や発達障害者につい
て、3か月から12か月の期間をかけな
がら20時間以上の就業を目指して試行
雇用を行う場合に助成

1人あたり月額最大4万円（最長12か月間）

トライアル雇用助成金�
（若年・女性建設労働者トライアルコース）

若年者（35歳未満）又は女性を建設技
能労働者として一定期間試行雇用し、
トライアル雇用助成金（一般トライア
ルコース、障害者トライアルコース）
の支給を受けた中小建設事業主に対
して助成
※�主として設計、経理、営業等に従事

する者は対象とならない

1人あたり月額最大4万円（最長3か月間）
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助成金名 概　　要 助　　成　　内　　容 問合せ先

産業雇用安定助成金
（産業連携人材確保等支援コース）

景気の変動や産業構造の変化その他の
理由により事業活動の一時的な縮小を
余儀なくされたことで、生産性向上に
資する取組等を行おうとする目的とし
て当該生産性向上に資する取組等に必
要な新たな人材を雇用する事業主に対
して助成（円滑な受入れの支援）

【助成対象（主な要件）】
・�独立行政法人中小企業基盤整備機構

の実施する「事業再構築補助金」又
はものづくり補助金事務局の実施す
る「ものづくり・商業・サービス生
産性向上促進補助金」の採択及び交
付決定を受けていること

・�期間の定めのない雇用保険被保険者
として新たに雇い入れること

など

250万円／人（125万円×2期）（一事業主あたり5人まで）

都道府県労働局

産業雇用安定助成金�
（災害特例人材確保支援コース）

令和6年能登半島地震に伴う経済上の
理由により事業活動の縮小を余儀なく
された場合に、労働者の雇用を確保す
るため、在籍型出向により労働者を送
り出す事業主、および当該労働者を受
け入れる事業主に対して助成

出向元事業主および出向先事業主に対して、出向労働者の出
向期間中に要する賃金の一部を助成
【支給率】　賃金の4/5（1人1日あたり出向元・先の計8,870円
を上限）

2．労働者の雇用を維持する場合の支援
助成金名 概　　要 助　　成　　内　　容 問合せ先

雇用調整助成金

景気の変動、産業構造の変化などの経
済上の理由により事業活動の縮小を余
儀なくされた場合に、休業、教育訓
練、または出向によって、その雇用す
る労働者の雇用の維持を図る事業主に
対して助成

【休業・教育訓練の場合】
実際に支払った休業手当等の2/3（大企業の場合は1/2）（※）
（教育訓練を行った場合は1人1日あたり原則1,200円を加算（※）
ただし、1人1日あたり雇用保険基本手当日額の最高額が上限
※�累計の支給日数が30日に達した判定基礎期間以降は助成

率、教育訓練加算額の見直しあり
【出向の場合】
出向元事業主の負担額の2/3（大企業の場合は1/2）上限額あ
り

都道府県労働局
ハローワーク

3．再就職支援等を行う場合の支援
助成金名 概　　要 助　　成　　内　　容 問合せ先

早期再就職支援等助成金�
（再就職支援コース）

事業規模の縮小等に伴い離職を余儀な
くされる労働者等に対して、「再就職
を実現するための支援を民間の職業紹
介事業者に委託」「求職活動のための
休暇付与」「再就職に資する訓練の実
施」のいずれかを実施して再就職を実
現させた事業主に対して助成

【再就職支援】
再就職が実現したとき、委託費用（委託総額－訓練実施の委
託費用－グループワーク加算額）の1/4～4/5（事業規模・支
給対象者の年齢により変動、上限80万円）
（訓練・グループワークを行った場合は、それぞれ加算）
【休暇付与支援】
再就職が実現したとき、1日8,000円（上限180日分）
早期再就職で1人10万円加算
【職業訓練実施支援】
訓練実施に係る委託費用の3/4（上限50万円）

都道府県労働局 
ハローワーク

早期再就職支援等助成金�
（雇入れ支援コース）

「再就職援助計画」もしくは「求職活
動支援書」の対象者、または「雇用保
険の特定受給資格者」の方を、離職日
の翌日から3か月以内に期間の定めの
ない労働者として雇い入れ、賃金を5
％以上上昇させた事業主に対して助成

1年度1事業所あたり500人上限
【通常助成】
1人あたり30万円
【優遇助成】（※）
1人あたり40万円
（※�）生産指標等により一定の成長性が認められる事業所の

事業主が離職者を雇い入れた場合

4．中途採用の拡大等に取り組む場合の支援
助成金名 概　　要 助　　成　　内　　容 問合せ先

早期再就職支援等助成金�
（中途採用拡大コース）

中途採用者の雇用管理制度を整備し、
中途採用者の採用を拡大させた上で、
雇い入れた中途採用者の賃金を雇入れ
前と比較して5％以上上昇させた事業
主に対して助成

【通常助成】
1人あたり20万円（1年度1事業所あたり20人上限）
【加算額】（※）
1人あたり10万円加算
（※）中途採用者を雇い入れた企業が、
・生産指標等により一定の成長性が認められる場合
・会社全体の賃金の底上げを行った場合

都道府県労働局 
ハローワーク
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5．労働者の能力開発を行う場合の支援
助成金名 概　　要 助　　成　　内　　容 問合せ先

人材開発支援助成金�
（人材育成支援コース）�

労働者の職業生活設計の全期間を通じ
て、段階的かつ体系的な職業能力開発
を効果的に促進するため、事業主等が
雇用する労働者に対して職務に関連し
た専門的な知識及び技能の習得をさせ
るための職業訓練等を計画に沿って実
施した場合に、訓練経費や訓練期間中
の賃金の一部等を助成

①人材育成訓練
　賃金助成：1人1時間あたり　800円（＋200円）
　�経費助成：雇用保険被保険者（有期契約労働者等を除く。）

の場合：45％（＋15％）
　有期契約労働者等の場合：60％（＋15％）
　�有期契約労働者等を正規雇用労働者等へ転換した場合：70％

（＋30％）
②認定実習併用職業訓練　
　賃金助成：1人1時間あたり　760円（＋200円）
　経費助成：45％（＋15％）
　OJT実施助成：20万円（＋5万円）
③有期実習型訓練　
　経費助成：60％～70％（＋15％～30％）
　賃金助成：1人1時間あたり　760円（＋200円）
　OJT実施助成：10万円（＋3万円）

上記は中小企業の場合の助成額・助成率

※（　）内は賃金要件又は資格等手当要件を満たした場合
※支給限度額あり

都道府県労働局

人材開発支援助成金�
（人への投資促進コース）

企業における労働者の人材育成を強力
に支援するため、国民の方からの声を
もとに創設（令和4年度から8年度まで
の期間限定）
デジタル人材の育成や定額制のｅラー
ニングサービスなどの5つの訓練メニ
ューがあり、雇用する労働者に対して
計画に沿った訓練を実施または、労働
者の自発的職業能力開発を支援するた
め、長期教育訓練休暇制度等を導入し
た事業主に対し、訓練経費や訓練期間
中の賃金の一部等を助成

①高度デジタル人材訓練/成長分野等育成訓練
　賃金助成：1人1時間あたり　1,000円
　経費助成：75％
②情報技術分野認定実習併用職業訓練
　賃金助成：1人1時間あたり　800円〈+200円〉
　経費助成：60％〈+15％〉
　OJT実施助成　20万円〈＋5万円〉
③定額制訓練
　経費助成： 60％〈+15％〉
④自発的職業能力開発訓練
　経費助成： 45％〈+15％〉
⑤長期教育訓練休暇制度/教育訓練短時間勤務等制度
　制度導入経費：20万円〈+4万円〉
　賃金助成：1人1時間日当たり　1,000円
　※賃金助成は長期教育訓練休暇制度のみ

※支給限度額あり
＊上記は中小企業の場合の助成額・助成率
※〈　〉内は賃金要件または資格等手当要件を満たす場合

人材開発支援助成金�
（事業展開等リスキリング支援コース）

新規事業の立ち上げなどの事業展開に
伴い、事業主が雇用する労働者に対し
て新たな分野で必要となる知識及び技
能を習得させるための訓練を計画に沿
って実施した場合等に、訓練経費や訓
練期間中の賃金の一部を助成（令和4
年度から8年度までの期間限定）

　賃金助成：1人1時間あたり　1,000円
　経費助成：75％

上記は中小企業の場合の助成額・助成率

※支給限度額あり

人材開発支援助成金�
（教育訓練休暇等付与コース）

労働者が自発的に教育訓練等を受ける
ための教育訓練休暇（有給）制度を導
入し、実際に適用した事業主に対し、
導入にかかる経費等を助成

　制度導入助成30万円〈＋6万円〉

※〈　〉内は賃金要件または資格等手当要件を満たす場合

人材開発支援助成金�
（認定訓練・技能実習コース）

建設労働者の技能の向上を行う中小建
設事業主等に対して助成

【認定訓練】（中小建設事業主）
　経費助成：助成対象経費の1/6
　賃金助成：1人あたり日額3,800円〈＋1,000円〉
   ＊�〈　〉内は賃金要件・資格等手当要件を満たした場合

【技能実習】
　中小建設事業主（20人以下）
　　経費助成： 3／4<3／20>
　　賃金助成：8,550円/人日<2,000円/人日>

　中小建設事業主（21人以上）
　　経費助成 ：7／10<3／20>
　　賃金助成：7,600円/人日<1,750円/人日>　など
　＊�〈　〉内は賃金要件（人確金、人開金）または資格等手

当要件（人開金のみ）を満たした場合
　
　＊支給限度額あり

産業雇用安定助成金                            
（スキルアップ支援コース）

労働者のスキルアップを在籍型出向に
より行い、復帰した際の賃金を出向前
と比較して5％以上上昇させた事業主
（出向元）および出向を受け入れる事
業主に対して当該事業主が負担した出
向中の賃金の一部を助成

【助成対象となる「出向」】
・�労働者のスキルアップを目的として

実施すること
・�出向期間終了後は元の事業所に戻っ

て働くことが前提
・�原則、労働者の出向復帰後6か月間

の各月の賃金を出向前賃金と比較し
ていずれも5％以上上昇させること

など

出向元事業主および出向先事業主に対して、出向労働者の出
向期間中に要する賃金の一部（2／3）を助成
（1人1日あたり上限額8,870円、1事業所1年度あたり1,000万円
まで）

− 241 −− 240 −



6．労働環境の改善に取り組む場合の支援
助成金名 概　　要 助　　成　　内　　容 問合せ先

人材確保等支援助成金�
（雇用管理制度・雇用環境整備助成コース）

事業主が、求職者や従業員にとって 
「魅力ある職場」を創出するため、雇
用管理制度や従業員の直接的な作業負
担を軽減する機器・設備等を導入し、
その適切な運用を経て従業員の離職率
の低下が図られた場合に助成

A　�雇用管理制度の導入（a　賃金規定制度（賃金表の整備）、 
b　諸手当等制度（資格手当などの導入）、c　人事評価
制度（人事評価制度の導入）、d　職場活性化制度（メン
ター制度等の導入）、e　健康づくり制度（人間ドックの
実施））

B　�業務負担軽減機器等の導入（労働者の業務負担の軽減が図
られる機器・設備等の導入）

A（a～c）：助成額40万円（※50万円） 
A（d～e）：20万円（※25万円） 
Aにおいて複数の雇用管理制度を導入した際の上限額：80万円
（※100万円）
B：助成額は対象経費の1/2（※62.5/100又は75/100）
 Bにおいて複数の労働者の業務負担の軽減が図られる機器・
設備等を導入した際の上限額：150万円（※187.5万円又は225
万円）
（※）の金額は賃金要件を満たした場合の額（賃金を3％以上
増額及び所定の要件達成又は5％以上増額した場合は62.5/100、 
7％以上増額した場合は75/100）

都道府県労働局 
ハローワーク

人材確保等支援助成金�
（中小企業団体助成コース）

都道府県知事に改善計画の認定を受け
た事業主団体であって、その構成員で
ある中小企業の人材確保や従業員の職
場定着を支援するための事業を行う事
業主団体に対して助成

事業の実施に要した支給対象経費の2／3
　大規模認定組合等（構成中小企業者数500以上）� 上限1,000万円
　中規模認定組合等（同100以上500未満）� 上限　800万円
　小規模認定組合等（同100未満）� 上限　600万円

都道府県労働局

人材確保等支援助成金�
（建設キャリアアップシステム

等活用促進コース）

建設技能者の処遇改善やキャリアパス
の明確化を図り、もって若年者等の建
設業への入職・定着促進による担い手
の確保、魅力ある労働環境づくりに向
けた基盤整備及び職業能力開発の促進
に資するよう、建設キャリアアップシ
ステム等を活用した雇用管理改善に取
り組む中小建設事業主、建設キャリア
アップシステム等の普及促進に取り組
む建設事業主団体に対して助成

【雇用管理改善促進事業】
助成額：算定対象となる建設技能者（レベル判定で昇格評定
を受け、賃金が5％以上増加した技能者）の数×16万円
助成上限（一事業年度あたり）：160万円（10人×16万円）
【普及促進事業】
助成額：
（中小建設事業主団体）支給対象経費の2／3
（中小建設事業主団体以外）支給対象経費の1／2
助成上限（一事業年度あたり）：全国団体 3,000万円　都道府
県団体 2,000万円　地域団体 1,000万円

都道府県労働局

人材確保等支援助成金�
（若年者及び女性に魅力ある
職場づくり事業コース（建設

分野））

①若年及び女性労働者の入職や定着を
図ることを目的とした事業を行った
建設事業主又は建設事業主団体に対
して助成
②建設工事における作業についての訓
練を推進する活動を行った広域的職
業訓練を実施する職業訓練法人に対
して助成

①の場合
【建設事業主】
（中小建設事業主）　支給対象経費の3／5＜賃金向上助成を
受ける場合さらに3／20助成＞
（中小建設事業主以外の建設事業主）　支給対象経費の9／20
＜賃金向上助成を受ける場合さらに3／20助成＞
※雇用管理研修等を受講させた場合、1人あたり日額9,500円加
算（最長6日間）＜賃金向上助成を受ける場合さらに1人あた
り日額2,000円加算＞
助成上限（一事業年度あたり）：200万円
【建設事業主団体】
（中小建設事業主団体）支給対象経費の2／3
（中小建設事業主団体以外の建設事業主団体）　支給対象経
費の1／2
助成上限（一事業年度あたり）：全国団体 3,000万円　都道府
県団体 2,000万円　地域団体 1,000万円

②の場合
　支給対象経費の2／3
受入規模ごとに4,500万円～10,500万円の上限額あり

都道府県労働局

人材確保等支援助成金�
（作業員宿舎等設置助成コース

（建設分野））

①自ら施工管理する建設工事現場に女
性専用作業員施設を賃借した中小元方
建設事業主
②認定訓練の実施に必要な施設や設
備の設置又は整備を行った広域的職
業訓練を実施する職業訓練法人に対
して助成
③令和6年1月1日以降に開始した石川
県に所在する工事現場での作業等を行
う建設労働者のための作業員宿舎、賃
貸住宅及び作業員施設を賃借した中小
建設事業主

①の場合　支給対象経費の3／5
＜賃金向上助成を受ける場合さらに3／20支給＞
助成上限（一事業年度あたり）：90万円
②の場合　支給対象経費の1／2
助成上限：過去5年間に本コースの支給がされている場合、5
年間の支給合計は3億円まで
③の場合　（作業員宿舎）建設労働者の数×25万円　（賃貸
住宅・作業員施設）支給対象経費の2／3
助成上限（一事業年度あたり）：200万円（賃貸住宅に係る上
限額は3万円（1か月あたり、1人最大1年間）

都道府県労働局

人材確保等支援助成金�
（外国人労働者就労環境整備助

成コース）

外国人特有の事情に配慮した就労環境
の整備（就業規則等の多言語化など）
を通じて、外国人労働者の職場定着に
取り組む事業主に対して助成

1制度導入につき20万円（上限額80万円） 都道府県労働局 
ハローワーク

人材確保等支援助成金�
（テレワークコース）

①制度導入助成
テレワーク勤務に関する制度を整備
し、テレワークを可能としたり、実施
を拡大する取組を行う中小企業事業主
に対して助成
②目標達成助成
所定のテレワーク実績基準および離職
率目標を満たした中小企業事業主に対
して助成

【制度導入助成】　
　20万円
【目標達成助成】
　10万円（賃金要件を満たした場合は15万円）

都道府県労働局 
雇用環境・均等

部（室）
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助成金名 概　　要 助　　成　　内　　容 問合せ先

キャリアアップ助成金�
（正社員化コース）

有期雇用労働者等を正社員転換等（※）
した事業主に対して助成

※�正社員は「多様な正社員（勤務地限
定・職務限定・短時間正社員）」を
含む、また、転換等は派遣労働者の
直接雇用を含む

それぞれの区分に応じ、1人あたり以下の額を助成
【重点支援対象者】
有期雇用労働者→正規雇用　80万円（40万円×2期）
無期雇用労働者→正規雇用　40万円（20万円×2期）
【重点支援対象者以外】
有期雇用労働者→正規雇用　40万円
無期雇用労働者→正規雇用　20万円

※�正社員転換制度を新たに規定し、当該雇用区分に転換等し
た場合、1事業所あたり1回のみ20万円を加算

※�勤務地限定・職務限定・短時間正社員制度を新たに規定
し、当該雇用区分に転換等した場合、1事業所あたり1回の
み40万円を加算

※�正規雇用労働者への転換等に係る所定の情報を自ら管理す
るウェブサイト又は職場情報総合サイト（しょくばらぼ）
に公表した場合、1事業所あたり1回のみ20万円を加算

※�1年度1事業所あたりの支給申請上限人数は20人まで（同一
対象者の2回目の申請を除く）

都道府県労働局 
ハローワーク

キャリアアップ助成金�
（障害者正社員化コース）

障害者の雇用を促進するとともに職場
定着を図るために、以下の①または②
のいずれかに該当する措置を継続的に
講じた事業主に助成

①有期雇用労働者を正規雇用労働者ま
たは無期雇用労働者に転換すること

②無期雇用労働者を正規雇用労働者に
転換すること

それぞれの区分に応じ、1人あたり以下の額を助成
　→重度身体障害者、重度知的障害者および精神障害者
　　有期雇用労働者→正規雇用　120万円（60万円×2期）
　　有期雇用労働者→無期雇用　60万円（30万円×2期）
　　無期雇用労働者→正規雇用　60万円（30万円×2期）
　　　　　　　　　　　　　　　
　→�重度以外の身体障害者、重度以外の知的障害者、発達障

害者、難病患者、高次脳機能障害と診断された者
　　有期雇用労働者→正規雇用　90万円（45万円×2期）
　　有期雇用労働者→無期雇用　45万円（22.5万円×2期） 
　　無期雇用労働者→正規雇用　45万円（22.5万円×2期）

※�支給対象期間1年間のうち、最初の6ヶ月を第1期、次の6ヶ
月を第2期といい、この支給額が、各々の支給対象期におけ
る労働に対する賃金の額を超える場合には、当該賃金の総
額が上限

キャリアアップ助成金�
（賃金規定等改定コース）

有期雇用労働者等の基本給の賃金規定
等を3％以上増額改定し、その規定を
適用させた事業主に対して助成

※�一部の有期雇用労働者等の賃金を
増額する場合には、その区分が雇
用形態別または職種別、その他合理
的な理由（部門別等）に基づき区分
されている場合に限り、対象労働者
と認める

対象労働者1人あたり以下の額を助成
3%以上4%未満増額改定：4万円
4%以上5%未満増額改定：5万円
5%以上6%未満増額改定：6.5万円
6%以上増額改定：7万円
1年度1事業所あたりの支給申請上限人数は100人

※�職務評価の手法の活用により賃金規定等を増額改定した場
合、1事業所あたり1回のみ20万円を加算

※�有期雇用労働者等に適用される昇給制度を新たに規定した
場合、1事業所あたり1回のみ20万円を加算

キャリアアップ助成金�
（賃金規定等共通化コース）

有期雇用労働者等と正規雇用労働者と
の共通の賃金規定等を新たに規定・適
用した事業主に対して助成

1事業所あたり1回のみ60万円

キャリアアップ助成金�
（賞与・退職金制度導入コース）

有期雇用労働者等に賞与・退職金制度
を導入し、支給または積立てを実施し
た事業主に対して助成

賞与または退職金制度のいずれかを導入 40万円
賞与及び退職金制度を同時に導入　56.8万円

1事業所あたりいずれか1回のみ

キャリアアップ助成金�
（短時間労働者労働時間延長支援コース）

※当分の間の暫定措置

雇用する短時間労働者に、以下の取組
を行った事業主に対して助成

新たに社会保険に加入させるととも
に、労働時間の延長等の取組を行った
場合 （1年目の取組） 
1年目の取組後、労働時間の延長また
はキャリアアップのための取組を行っ
た場合 （2年目の取組）

1年目は以下の取組に対し、1人あたり40万円を助成
5時間以上延長
4時間以上5時間未満延長・賃金増額5%以上
3時間以上4時間未満延長・賃金増額10%以上
2時間以上3時間未満延長・賃金増額15%以上

2年目は、以下のいずれかの取組に対し、1人あたり20万円を
助成
労働時間をさらに2時間延長する
基本給をさらに5％以上増額する
昇給、賞与又は退職金制度のいずれかの制度を新たに適用す
る

7．仕事と家庭の両立支援等に取り組む場合の支援
助成金名 概　　要 助　　成　　内　　容 問合せ先

両立支援等助成金�
（出生時両立支援コース）

男性労働者が育児休業を取得しやすい
雇用環境整備や業務体制整備を行った
上で、男性労働者が子の出生後8週間
以内に開始する育児休業を取得した場
合、男性の育児休業取得率が上昇した
場合に助成

①男性労働者の育児休業取得
　1人目：20万円（30万円）　2～3人目：10万円
　�※�雇用環境整備措置を4つ以上実施した場合、1人目に30万

円を支給
　※1企業3人まで

②男性労働者の育児休業取得率の上昇等　60万円
　�※�対象事業主がプラチナくるみん認定事業主であった場

合、15万円を加算
　�※1企業1回まで支給
　�※�①②の対象事業主が自社の育児休業の取得状況に関する

情報を「両立支援のひろば」サイト上で公表した場合、2
万円を加算（1企業1回限り）

都道府県労働局 
雇用環境・均等

部（室）
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助成金名 概　　要 助　　成　　内　　容 問合せ先

両立支援等助成金�
（介護離職防止支援コース）

「仕事と介護の両立支援プラン」を策
定の上、プランに基づき労働者の円滑
な介護休業の取得・復帰に取り組んだ
場合や仕事と介護の両立に資する制度
を導入し利用者が生じた場合、介護
休業や短時間勤務を行う労働者の業
務を代替する体制の整備を行った場
合に助成

①【介護休業】
　　�40万円（連続5日以上の利用。連続15日以上の休業で60万

円）

②【介護両立支援制度】
　　制度を1つ導入、1つ利用20万円（30万円）
　　制度を2つ以上導入、1つ利用25万円（40万円）
　　（　）は60日以上利用の場合

③【業務代替支援】
　　新規雇用　20万円（30万円）
　　手当支給等（介護休業）　5万円（10万円）
　　手当支給等（短時間勤務）　3万円
　　（　）は15日以上取得・利用の場合。

④【介護休暇制度有給化支援】
　　30万円（50万円）
　　※（　）は10日以上の有給休暇を付与する場合

※①～③は、それぞれ1企業あたり5人まで
　④は1企業1回限り

都道府県労働局 
雇用環境・均等

部（室）

両立支援等助成金 �
（育児休業等支援コース）

「育休復帰支援プラン」を策定の上、
育児休業の円滑な取得・職場復帰の取
組を行った場合に助成

①育休取得時
30万円

②職場復帰時
30万円

※�1企業あたり雇用期間の定めのない労働者1人、有期雇用労
働者1人の計2人まで支給

※�対象事業主が自社の育児休業の取得状況に関する情報を 
「両立支援のひろば」サイト上で公表した場合、2万円を加
算（1企業1回限り）

両立支援等助成金�
（育児中等業務代替支援コース）

育児休業取得者や育児のための短時間
勤務制度利用者の業務を代替する周囲
の労働者への手当支給等の取組や、育
児休業取得者の代替要員の新規雇用を
行った場合に助成

①手当支給等（育児休業）
　・業務体制整備経費：6万円（育休1月未満　2万円）
　・業務代替手当：支給額の3／4　≪4／5≫
　※上限10万円／月、24か月まで

②手当支給等（短時間勤務）
　・業務体制整備経費：3万円
　・業務代替手当：支給額の3／4
　※上限3万円／月、子が3歳になるまで

③新規雇用（育児休業）　　代替期間に応じた額を支給
　・最短7日以上：9万円≪11万円≫
　・最長1年以上：81万円≪99万円≫

※�①②については常時雇用する労働者の数が300人以下の事業
主も支給対象

※�①②の業務体制整備経費は労務コンサルを外部の専門事業
者に委託した場合　20万円

※≪≫内はプラチナくるみん認定事業主への加算・割増
※�対象事業主が自社の育児休業等の取得状況に関する情報を

「両立支援のひろば」サイト上で公表した場合　2万円を加
算（1企業1回限り）

両立支援等助成金�
（柔軟な働き方選択制度等支援コース）

育児を行う労働者の柔軟な働き方を可
能とする制度を複数導入し、制度を利
用した労働者に対する支援を行った場
合等に助成

①柔軟な働き方選択制度
・制度を3つ導入し、利用者が生じた場合　20万円
・制度を4つ以上導入し、利用者が生じた場合　25万円

※�対象事業主が自社の育児休業等の取組状況に関する情報を
「両立支援のひろば」サイト上で公表した場合、2万円加算
（1企業1回限り）

②子の看護等休暇制度有給化支援　30万円

※①は1企業5人まで、②は1企業1回限り

両立支援等助成金�
（不妊治療及び女性の健康課題�

対応両立支援コース）

不妊治療、月経（PMS（月経前症候
群）含む。）、更年期といった女性の
健康課題に対応するために利用可能な
両立支援制度を利用しやすい環境整備
に取り組むとともに、不妊治療や女性
の健康課題に関する労働者の相談に対
応し、それぞれに関する制度を労働者
に利用させた場合に助成

・�不妊治療のための両立支援制度を導入し、利用者が生じた
場合　30万円

・�月経に起因する症状への対応のための支援制度を導入し、
利用者が生じた場合　30万円

・�更年期における心身の不調への対応のための支援制度を導
入し、利用者が生じた場合　30万円

※1企業あたり　各1回限り

（注1）�各助成金には、それぞれ受給するための要件があります。また、受給できる金額には、上限がある場合があります。詳しくは、上記の各問合せ先にご確
認ください。

（注2）�中小企業向けの助成金はこの他にもございます。詳しくは冊子『雇用関係助成金のご案内』（ハローワークにて配付）をご参照ください。
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４　電子申請について

電子申請による申請・届出等のお知らせ

電子政府の総合窓口「e-Gov」（電子申請行政情報の総合的な検索・案内サービスサ
イト）の e-Gov 電子申請システムから、厚生労働省のほとんどの手続について申請・
届出が可能ですので、ご自宅やオフィスのパソコンからいつでもご利用いただけます。
また、令和２年４月からは、一部の手続について「届書作成プログラム（※）」か
らマイナポータルを通じて電子申請を行うことができるようになりました。
（※） 届書作成プログラムとは、届書を簡易に作成・申請できるプログラムで、日本

年金機構のホームページから無料でダウンロードすることができます。

１　電子申請とは
電子申請とは、従来、ハローワークや労働基準監督署の窓口で受け付けていた申
請・届出等の手続を、お手持ちのパソコンからインターネットを利用して電子的に
行うものです。
２　電子申請のメリットは
（1）ご自宅、企業の事業所等から 24 時間 365 日手続を行うことができます。
　　（システムメンテナンス等により申請が行えない場合があります。）
（2 ）インターネットを経由しての申請・届出のため、ハローワークの窓口へ行くた
めの移動時間、待ち時間を節減できます。

（3）チェック機能があるため、事前に記入誤り等を防止できます。
３　電子申請の手順は
e-Gov をご利用の場合、e-Gov アカウントの作成、アプリのインストールなどが
必要です。詳しくは、e-Gov ホームページの「e-Gov を初めてお使いの方へ」
（https://shinsei.e-gov.go.jp/contents/preparation/beginner）をご覧ください。
４　注意事項は
（1 ）e-Gov にて、電子申請をご利用になる方は、電子証明書を取得する必要があり
ます。この取得には別途費用が必要となります。

（2 ）「届書作成プログラム」からマイナポータルを通じて電子申請をご利用になる
方は、無料で取得可能なＩＤ・パスワード（Gビズ ID（※１））により電子証明
書がなくとも一部の手続きについて電子申請が可能です。

（3 ）従来の紙面による届出についても、今までどおり行えます。
（4 ）電子申請で届出を行う場合でも、原則として添付書類は必要となりますので、
スキャナ取り込み等により添付ファイルとして届出書とともに送信していただく
必要があります。

　（※１） Gビズ IDとは、１つのアカウントで複数の行政サービスにアクセスでき
る認証システムです。
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電子申請アドバイザー
配置安定所（お問合せ先） 配置アドバイザーの管轄安定所

飯田橋 飯田橋、上野

品川 品川、大森

渋谷 渋谷、三鷹

新宿 新宿、町田、府中

池袋 池袋、王子、足立

木場 木場、墨田

立川 立川、八王子、青梅

５　電子申請に関するお問い合わせ先は
○ e-Gov に関するお問い合わせ先
e-Gov 利用者サポートデスク
　　電話番号　050-3786-2225　
　　受付時間　4月・6月・7月　平日　午前 9時から午後 7時まで 
　　　　　　　土日祝日　午前 9時から午後 5時まで
　　　　　　　5月、8月から 3月　平日　午前 9時から午後 5時まで
　　　　　　　※ 土日祝祭日及び、年末年始（12 月 30 日～ 1月 3日）は受付を

休止いたします。
　　ホームページ　https://shinsei.e-gov.go.jp/contents/contact

○ Gビズ IDに関するお問い合わせ先

○電子申請への移行に関する相談先
　都内７安定所の雇用保険適用部署に、電子申請アドバイザー（地域の社会保険
労務士に業務委託）を配置しております。
　ハローワーク窓口での申請から電子申請を利用（移行）する際の各種支援を
実施しております。

巻末に都内ハローワークの電話番号を掲載しています。

　Gビズ ID　ヘルプデスク
　　電話番号　0570-023-797
　　受付時間　午前９時～午後５時（土日祝日、年末年始を除く）
　　ホームページ　https://gbiz-id.go.jp/top/
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電子申請アドバイザー
配置安定所（お問合せ先） 配置アドバイザーの管轄安定所

飯田橋 飯田橋、上野

品川 品川、大森

渋谷 渋谷、三鷹

新宿 新宿、町田、府中

池袋 池袋、王子、足立

木場 木場、墨田

立川 立川、八王子、青梅

５　電子申請に関するお問い合わせ先は
○ e-Gov に関するお問い合わせ先
e-Gov 利用者サポートデスク
　　電話番号　050-3786-2225　
　　受付時間　4月・6月・7月　平日　午前 9時から午後 7時まで 
　　　　　　　土日祝日　午前 9時から午後 5時まで
　　　　　　　5月、8月から 3月　平日　午前 9時から午後 5時まで
　　　　　　　※ 土日祝祭日及び、年末年始（12 月 30 日～ 1月 3日）は受付を

休止いたします。
　　ホームページ　https://shinsei.e-gov.go.jp/contents/contact

○ Gビズ IDに関するお問い合わせ先

○電子申請への移行に関する相談先
　都内７安定所の雇用保険適用部署に、電子申請アドバイザー（地域の社会保険
労務士に業務委託）を配置しております。
　ハローワーク窓口での申請から電子申請を利用（移行）する際の各種支援を
実施しております。

巻末に都内ハローワークの電話番号を掲載しています。

　Gビズ ID　ヘルプデスク
　　電話番号　0570-023-797
　　受付時間　午前９時～午後５時（土日祝日、年末年始を除く）
　　ホームページ　https://gbiz-id.go.jp/top/

245
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◇ 電子申請なら、24時間、365日いつでも申請可能！
その上、窓口での提出のような待ち時間がありません。（年度当初の繁忙期など申請が集

中する時期には「資格喪失届（離職票あり）」を優先して処理するため、その他の届出等の
返戻にはお時間をいただいております。）

◇ 個人情報の持ち運びが不要！ 個人情報保護の観点から安全性が高まります。

時間とコストをかけずに申請できます！
ハローワークに来所いただく手間も、書類を郵送する費用もかかりません。

電子申請は

イーガブで!!

電子申請は

イーガブで!!

雇用保険の手続きは電子申請でもできます。
マイナンバー記載の書類を持ち運ばず、オンラインで申請するため安全!!

東京労働局・都内ハローワーク

雇用保険関係の届出・申請を行う事業主の皆様へ

「電子申請」が便利です、是非ご利用ください。

＜e-Govについて＞e-Gov(イーガブ)とはデジタル庁が運営する行政サービスの総合窓口です。
厚生労働省をはじめ、各省庁への申請や届出がオンラインで行えます。

e-Govの操作方法等については、「e-Gov利用者サポートデスク」へお問い合わせくだ

さい。

電話番号：050-3786-2225 

e-Gov ポータル＞お問合せ：https://www.e-gov.go.jp/contact

・e-Gov電子申請 http://https://shinsei.e-gov.go.jp/

・ 電子申請利用マニュアル http://www.mhlw.go.jp/sinsei/tetuzuki/e-gov/

★ 主要３手続きの電子申請利用率が80％を超えてます！
※１ 雇用保険の主要3手続 資格取得届・資格喪失届・高年齢雇用継続給付

＜参考＞

※電子申請を行うには「電子署名」が必要となります。令和2年4月から一部の申請について、無料で取
得できるGビズIDによる申請も可能になりました。詳しくは、https//g-biz.go.jpをご参照ください。

◇

雇用保険適用関係や雇用継続給付の届出・申請につ

いて、既に多くの方に電子申請をご利用いただいて

います。

来所による届出・申請をされている事業主の皆様は、

是非、電子申請の利用をご検討ください。

また、マイナンバーを記載した届出用紙を持ち運ぶ
必要がないため、マイナンバーの運用管理など安全管
理措置の負担が軽減されます。
※2 平成30年5月以降、マイナンバーが必要な届出にマイナンバーの記

載・添付がない場合は、不備がある届出書類として返却することと
しておりますので、記載漏れがないようお願いします。

24時間
いつでも
申請可能!!

R080601

※1

※2

83.2%

16.8%
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第１６章　　付　録

１　職業分類の説明

｢雇用保険被保険者資格取得届｣ の「13．職種」欄の区分となります。
区
分

職　　　種 説　　　　　　　　　明（具　体　例）

1 管 理 的 職 業
　会社・団体等の役員及び管理職員（法人組織等の課以上の内部組織
の業務を管理・監督する仕事に従事するもの）をいいます。（例：会社
部長、課長、支店長、工場長、営業所長）

2 専門的・技術的職業

　高度な科学的知識を応用した技術的な仕事、医療・法律・経営・教育・
著述・芸術等の専門的な仕事に従事するものをいいます。（例：研究者、
開発・製造技術者、情報処理・通信技術者、建築・土木技術者、教員、
記者、カメラマン、デザイナー、通訳）

3 事 務 的 職 業

　総務・人事・企画・会計などの事務、生産・営業・販売・運輸・郵
便に関する事務及びパソコン等を操作する業務に従事するものをいい
ます。集金などの外勤事務の仕事も含みます。（例：総務事務員、企画・
調査事務員、受付・案内事務員、経理事務員、医療事務員、コールセ
ンターオペレーター、テレフォンアポインター、出荷・受荷係事務員）

4 販 売 の 職 業

　商品 ･不動産 ･保険・有価証券などの売買、売買の仲介・取り次ぎ
･代理、売買に関する取引上の勧誘・交渉・契約締結などの業務に従
事するものをいいます。（販売店員、レジ係、コンビニ店員、不動産仲
介・売買人、営業員）

5 サ ー ビ ス の 職 業

　個人家庭における家事支援、介護、保健医療の補助、理容・美容、
クリーニング、調理、接客・給仕、住居施設・ビルの管理などのサー
ビスの業務に従事するものをいいます。（例：介護員、看護助手、理容
師、美容師、クリーニング工、調理人、飲食物給仕係、旅館・ホテル・
娯楽場等接客員、マンション・ビル管理人）

6 保 安 の 職 業 　個人の生命・財産の保護、公共の安全・秩序の維持などに従事する
ものをいいます。（例：警備員、道路パトロール員、道路交通誘導員）

7 農 林 漁 業 の 職 業
　農業、林業及び漁業に従事するものをいいます。（例：稲作・畑作作
業員、園芸・工芸作物栽培作業員、養畜作業員、植木職、造園師、伐木・
造材・集材作業員、漁師、水産養殖作業員）

8 生 産 工 程 の 職 業

　生産設備のオペレーター、原材料の加工・製品の製造、機械の組立・
修理、製品の検査及び生産工程で行われる作業に関連する技術的な作
業などに従事するものをいいます。（例：生産設備オペレーター、製造工、
板金工、各種食品製造・加工工、印刷工、機械組立工、修理・整備工、
検査工、塗装工、製図工）

9 輸送・機械運転の職業

　自動車 ･電車 ･船舶 ･飛行機の運転・操縦、車掌その他の運輸の作業、
定置・建設機械運転に従事するものをいいます。（例：バス運転手、タ
クシー運転手、トラック運転手、電車運転手、車掌、フォークリフト
運転作業員、クレーン運転工、建設機械運転工、ビル設備管理員）

10 建設・採掘の職業
　建設・電気工事作業、土木工事作業などに従事するものをいいます。（例：
建築とび工、取りこわし作業員、大工、配管工、内装工、電気工事作業員、
土木作業員、舗装作業員）

11 運搬・清掃・包装等の職業
　荷物等の運搬・集荷・配達、建物等の清掃、品物の包装などの業務
に従事するものをいいます。（例：荷役作業員、倉庫作業員、荷物配達
員、ビル・建物清掃員、ピッキング作業員）

248− 249 −



労働条件通知書の様式例（表面）
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労働条件通知書の様式例（表面）
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労働条件通知書の様式例（裏面）
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２　産業分類表

業売小、業売卸　Ｉ業林、業農　Ａ

業売卸品商種各０５業農１０
業売卸等服衣・維繊１５業林２０

Ｂ　漁業 ５２ 飲食料品卸売業
業売卸等料材属金・物鉱、料材築建３５）く除を業殖養産水（業漁３０

業売卸具器械機４５業殖養産水４０
Ｃ　鉱業、採石業、砂利採取業 ５５ その他の卸売業

業売小品商種各６５業取採利砂、業石採、業鉱５０
Ｄ　建設業 ５７ 織物・衣服・身の回り品小売業

業売小品料食飲８５業事工合総６０
業売小具器械機９５）く除を業事工備設（業事工別職７０
業売小の他のそ０６業事工備設８０

Ｅ　製造業 ６１ 無店舗小売業
０９ 食料品製造業 Ｊ　金融業、保険業

業行銀２６業造製料飼・こばた・料飲０１
業融金織組同協３６業工維繊１１

関機用信金預非等業ドーカトッジレク、業金貸４６）く除を具家（業造製品製木・材木２１
業引取物先品商、業引取品商融金５６業造製品備装・具家３１

等業融金的助補６６業造製品工加紙・紙・プルパ４１
）む含を業スビーサ険保、業理代介媒険保（業険保７６業連関同・刷印５１

１６ 化学工業 Ｋ　不動産業、物品賃貸業

業引取産動不８６業造製品製炭石・品製油石７１
業理管・業貸賃産動不９６）く除を掲別（業造製品製クッチスラプ８１

業貸賃品物０７業造製品製ムゴ９１
２０ なめし革・同製品・毛皮製造業 Ｌ　学術研究、専門・技術サービス業

関機究研発開・術学１７業造製品製石土・業窯１２
）のもいなれさ類分に他（業スビーサ門専２７業鋼鉄２２

業告広３７業造製属金鉄非３２
）のもいなれさ類分に他（業スビーサ術技４７業造製品製属金４２

２５ はん用機械器具製造業 Ｍ　宿泊業、飲食サービス業

業泊宿５７業造製具器械機用産生６２
店食飲６７業造製具器械機用務業７２

業スビーサ食飲達配・り帰ち持７７業造製路回子電・スイバデ・品部子電８２
２９ 電気機械器具製造業 Ｎ　生活関連サービス業、娯楽業

業場浴・容美・容理・濯洗８７業造製具器械機信通報情０３
業スビーサ連関活生の他のそ９７業造製具器械機用送輸１３

業楽娯０８業造製の他のそ２３
業援支習学、育教　Ｏ業道水・給供熱・スガ・気電　Ｆ

育教校学１８業気電３３
業援支習学、育教の他のそ２８業スガ４３

３５ 熱供給業 Ｐ　医療、福祉

業療医３８業道水６３
Ｇ　情報通信業 ８４ 保健衛生

業事護介・祉福会社・険保会社５８業信通７３
３８ 放送業 Ｑ　複合サービス事業

局便郵６８業スビーサ報情９３
）のもいなれさ類分に他（合組同協７８業スビーサ随附トッネータンイ０４

４１ 映像・音声・文字情報制作業 Ｒ　サービス業（他に分類されないもの）
Ｈ　運輸業、郵便業 ８８ 廃棄物処理業

業備整車動自９８業道鉄２４
）く除を掲別（業理修等械機０９業送運客旅路道３４

業遣派者働労・介紹業職１９業送運物貨路道４４
業スビーサ業事の他のそ２９業運水５４
体団化文・済経・治政３９業輸運空航６４

教宗４９業庫倉７４
業スビーサの他のそ５９業スビーサるす帯附に輸運８４

務公国外６９）む含を業事便書信（業便郵９４
Ｓ　公務（他に分類されるものを除く）

９７ 国家公務
９８ 地方公務
Ｔ　分類不能の産業

９９ 分類不能の産業

【総務省　「日本標準産業分類」（第１３回改訂）より】
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２　産業分類表
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３　労災保険率表
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02又は
03
11
12
21
23
24
25
26
31
32
33
34
35
38
36
37
41
42
44
45
46
47
48
66
62
49
50
51
52
53

54

63
55

56

57
58
59
60
64
61
71
72
73
74

81

95
91
93
96
97
98
99
94

90

林業

海面漁業（定置網漁業又は海面魚類養殖業を除く。）
定置網漁業又は海面魚類養殖業
金属鉱業、非金属鉱業（石灰石鉱業又はドロマイト鉱業を除く。）又は石炭鉱業
石灰石鉱業又はドロマイト鉱業
原油又は天然ガス鉱業
採石業
その他の鉱業
水力発電施設、ずい道等新設事業
道路新設事業
舗装工事業
鉄道又は軌道新設事業
建築事業（既設建築物設備工事業を除く。）
既設建築物設備工事業
機械装置の組立て又は据付けの事業
その他の建設事業
食料品製造業
繊維工業又は繊維製品製造業
木材又は木製品製造業
パルプ又は紙製造業
印刷又は製本業
化学工業
ガラス又はセメント製造業
コンクリート製造業
陶磁器製品製造業
その他の窯業又は土石製品製造業
金属精錬業（非鉄金属精錬業を除く。）
非鉄金属精錬業
金属材料品製造業（鋳物業を除く。）
鋳物業
金属製品製造業又は金属加工業（洋食器、刃物、手工具又は一般金物製造業
及びめつき業を除く。）
洋食器、刃物、手工具又は一般金物製造業（めつき業を除く。）
めつき業
機械器具製造業（電気機械器具製造業、輸送用機械器具製造業、船舶製造
又は修理業及び計量器、光学機械、時計等製造業を除く。）
電気機械器具製造業
輸送用機械器具製造業（船舶製造又は修理業を除く。）
船舶製造又は修理業
計量器、光学機械、時計等製造業（電気機械器具製造業を除く。）
貴金属製品、装身具、皮革製品等製造業
その他の製造業
交通運輸事業
貨物取扱事業（港湾貨物取扱事業及び港湾荷役業を除く。）
港湾貨物取扱事業（港湾荷役業を除く。）
港湾荷役業

電気、ガス、水道又は熱供給の事業

農業又は海面漁業以外の漁業
清掃、火葬又はと畜の事業
ビルメンテナンス業
倉庫業、警備業、消毒又は害虫駆除の事業又はゴルフ場の事業
通信業、放送業、新聞業又は出版業
卸売業・小売業、飲食店又は宿泊業
金融業、保険業又は不動産業
その他の各種事業

船舶所有者の事業

52／1,000

18／1,000
37／1,000
88／1,000
13／1,000
2.5／1,000
37／1,000
26／1,000
34／1,000
11／1,000
9／1,000
9／1,000
9.5／1,000
12／1,000
6／1,000
15／1,000
5.5／1,000
4／1,000
13／1,000
7／1,000
3.5／1,000
4.5／1,000
6／1,000
13／1,000
17／1,000
23／1,000
6.5／1,000
7／1,000
5／1,000
16／1,000

9／1,000

6.5／1,000
6.5／1,000

5／1,000

3／1,000
4／1,000
23／1,000
2.5／1,000
3.5／1,000
6／1,000
4／1,000
8.5／1,000
9／1,000
12／1,000

3／1,000

13／1,000
13／1,000
6／1,000
6.5／1,000
2.5／1,000
3／1,000
2.5／1,000
3／1,000

42／1,000

事 業 の 種 類
の 分 類

林 業

漁 業

鉱 業

建 設 事 業

製 造 業

運 輸 業

電気、ガス、水道
又は熱供給の事業

その 他 の 事 業

事 業 の
種 類 の
番 号

事 業 の 種 類 労 災 保 険 率

(令和８年4月1日現在 )

− 253 −− 252 −



◇都内労働基準監督署一覧◇
コード
番 号 署　　　名 管 轄 区 域 所　在　地 電　　　話

1301 中 央 千代田区・中央区・文京区・島しょ 文京区後楽 1－9－20
飯田橋合同庁舎 6 F・7 F

03（5803）7383

1303 上 野 台東区 台東区池之端 1－2－22
 上野合同庁舎 7 F

03（6872）1316

1304 三 田 港区 港区芝 5－35－2
 安全衛生総合会館 3 F

03（3452）5472

1305 品 川 品川区・目黒区
品川区上大崎 3－13－26

03（3443）5744

1306 大 田 大田区 大田区蒲田 5－40－3
 TT蒲田駅前ビル 8・9 F

03（3732）0173

1307 渋 谷 渋谷区・世田谷区 渋谷区神南 1－3－5
 渋谷神南合同庁舎 5 F・6 F

03（3780）6507

1308 新 宿 新宿区・中野区・杉並区 新宿区百人町 4－ 4－ 1
新宿労働総合庁舎４・５F

03（3361）4402

1309 池 袋 豊島区・板橋区・練馬区 豊島区池袋 4－30－20
 豊島地方合同庁舎 1 F

03（3971）1259

1310 王 子 北区
北区赤羽 2－8－5

03（6679）0226

1311 足 立 足立区・荒川区 足立区千住旭町 4－21
 足立地方合同庁舎 4 F

03（3882）1189

1312 向 島 墨田区・葛飾区
墨田区東向島 4－33－13

03（5630）1033

1313 亀 戸 江東区 江東区亀戸 2－19－1
 カメリアプラザ 8 F

03（3637）8132

1314 江 戸 川 江戸川区
江戸川区船堀 2－4－11

03（6681）8232

1315 八 王 子 八王子市・日野市・多摩市・稲城市 八王子市明神町 4
八王子地方合同庁舎 3 F

－21－2 042（680）8923

1316 立 川
立川市・昭島市・府中市・小金井市・
小平市・国分寺市・国立市・東村山市・
東大和市・武蔵村山市

立川市緑町 4－ 2
 立川地方合同庁舎 3 F

042（523）4474

1317 青 梅
青梅市・福生市・あきる野市・羽村市・
西多摩郡 青梅市東青梅 2－6－2

0428（28）0392

1318 三 鷹
三鷹市・武蔵野市・調布市・西東京市・
狛江市・清瀬市・東久留米市

武蔵野市御殿山 1－1－3
 クリスタルパークビル 3 F

0422（67）3422

1319 町 田 支 署 町田市 町田市森野 2－28－14
 町田地方合同庁舎 2 F

042（718）8592

1320 小笠原総合事務所 小笠原村
小笠原村父島字東町152

04998（2）2102

254− 254 −



◇都内労働基準監督署一覧◇
コード
番 号 署　　　名 管 轄 区 域 所　在　地 電　　　話

1301 中 央 千代田区・中央区・文京区・島しょ 文京区後楽 1－9－20
飯田橋合同庁舎 6 F・7 F

03（5803）7383

1303 上 野 台東区 台東区池之端 1－2－22
 上野合同庁舎 7 F

03（6872）1316

1304 三 田 港区 港区芝 5－35－2
 安全衛生総合会館 3 F

03（3452）5472

1305 品 川 品川区・目黒区
品川区上大崎 3－13－26

03（3443）5744

1306 大 田 大田区 大田区蒲田 5－40－3
 TT蒲田駅前ビル 8・9 F

03（3732）0173

1307 渋 谷 渋谷区・世田谷区 渋谷区神南 1－3－5
 渋谷神南合同庁舎 5 F・6 F

03（3780）6507

1308 新 宿 新宿区・中野区・杉並区 新宿区百人町 4－ 4－ 1
新宿労働総合庁舎４・５F

03（3361）4402

1309 池 袋 豊島区・板橋区・練馬区 豊島区池袋 4－30－20
 豊島地方合同庁舎 1 F

03（3971）1259

1310 王 子 北区
北区赤羽 2－8－5

03（6679）0226

1311 足 立 足立区・荒川区 足立区千住旭町 4－21
 足立地方合同庁舎 4 F

03（3882）1189

1312 向 島 墨田区・葛飾区
墨田区東向島 4－33－13

03（5630）1033

1313 亀 戸 江東区 江東区亀戸 2－19－1
 カメリアプラザ 8 F

03（3637）8132

1314 江 戸 川 江戸川区
江戸川区船堀 2－4－11

03（6681）8232

1315 八 王 子 八王子市・日野市・多摩市・稲城市 八王子市明神町 4
八王子地方合同庁舎 3 F

－21－2 042（680）8923

1316 立 川
立川市・昭島市・府中市・小金井市・
小平市・国分寺市・国立市・東村山市・
東大和市・武蔵村山市

立川市緑町 4－ 2
 立川地方合同庁舎 3 F

042（523）4474

1317 青 梅
青梅市・福生市・あきる野市・羽村市・
西多摩郡 青梅市東青梅 2－6－2

0428（28）0392

1318 三 鷹
三鷹市・武蔵野市・調布市・西東京市・
狛江市・清瀬市・東久留米市

武蔵野市御殿山 1－1－3
 クリスタルパークビル 3 F

0422（67）3422

1319 町 田 支 署 町田市 町田市森野 2－28－14
 町田地方合同庁舎 2 F

042（718）8592

1320 小笠原総合事務所 小笠原村
小笠原村父島字東町152

04998（2）2102

254

◇都内ハローワーク（公共職業安定所）一覧◇
コード
番号 所　　　名 管 轄 区 域 所　在　地 電　　　話

1301
1302 飯 田 橋 千代田区・中央区・文京区・島しょ 文京区後楽 1－9－20

 飯田橋合同庁舎 3・4階
03（3812）8609 ㈹

1303 上 野 台東区 台東区東上野 2－7－5
偕楽ビル(東上野Ⅱ)２・３階

03（5818）8609 ㈹

1304 品 川 港区・品川区 港区芝 5－35－3 03（5419）8609 ㈹

1306 大 森 大田区 大田区大森北 4－16－7 03（5493）8795

1307 渋 谷 渋谷区・世田谷区・目黒区　 渋谷区神南 1－3－5
 渋谷神南合同庁舎 1 F

03（3476）8609 ㈹

1308 新 宿 新宿区・中野区・杉並区 新宿区歌舞伎町 2－42－10 03（3200）8609 ㈹

1309 池 袋 豊島区・練馬区・板橋区 豊島区東池袋 3－5－13 03（3987）8609 ㈹

1310 王 子 北区 北区王子 6－1－17 03（5390）8609 ㈹

1311 足 立 足立区・荒川区 足立区千住 1－4－1
 東京芸術センター 7 F

03（3870）8891

1312 墨 田 墨田区・葛飾区 墨田区江東橋 2－19－12 03（5669）8967

1313 木 場 江東区・江戸川区 江東区木場 2－13－19 03（3643）8606

1314 八 王 子 八王子市・日野市 八王子市子安町 1－13－1 042（648）8624

1315 立 川
立川市・国立市・小金井市・昭島市・
小平市・東村山市・国分寺市・東大和
市・武蔵村山市

立川市緑町 4－ 2
　　　　立川地方合同庁舎

042（525）8609 ㈹

1316 青 梅 青梅市・福生市・あきる野市・羽村市・
西多摩郡 青梅市東青梅 3－20－7

　　　　　　　　山崎ビル
0428（24）8623

1317 三 鷹 三鷹市・武蔵野市・西東京市・東久留
米市・清瀬市 三鷹市下連雀 4－15－18 0422（47）8623

1319 町 田 町田市 町田市森野 2－28－14
 町田合同庁舎 1 F

042（732）7398

1320 府 中 稲城市・多摩市・府中市・調布市・狛
江市 府中市美好町 1－3－1 042（336）8617

1330 小笠原総合事務所 小笠原村 小笠原村父島字東町 152 04998（2）2102 ㈹

1300 東 京 労 働 局 
職 業 安 定 部 千代田区九段南 1－2－1

 九段第 3合同庁舎 12 階
03（3512）1670

◇都内労働出張所（課）一覧◇
所　　　名 管 轄 区 域 所　在　地 電　　　話

玉 姫 台東区 台東区清川 2－23－2 03（3876）3347

品 川 
港 湾 労 働 課

（日雇のみ）港区・品川区
（港湾のみ）千代田区・中央区・港区・台東区・品川区・
大田区・北区・墨田区・江東区・荒川区・葛飾区・足立
区・江戸川区

港区海岸 3－9－45 03（3452）4851

河 原 町 足立区・荒川区 足立区千住河原町 19－3 03（3882）1601

立 川 労 働 課 立川市・昭島市・小金井市・小平市・東村山市・国分寺
市・国立市・東大和市・武蔵村山市 立川市緑町 4－ 2

　　　立川地方合同庁舎
042（524）3359

255− 255 −− 254 −


